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第１章 序論 
 
 製造業がグローバル競争で生き残るためには独自技術に基づく差別化された製品を
効率的かつ継続的に市場投入することが必須となってきている．そのためには製品化プ
ロセスの上流にあたる技術開発の活動の質的な変革が必須であるが，いまだに多くの製
造業では従来からの試行錯誤をベースとした非効率な技術開発活動が行われている．本
章では従来から広く実施されている一般的な技術開発の活動の課題を明らかにし，その
解決の方向性を示し，本研究の目的と位置づけを述べる． 
 
１． １ 従来からの開発設計プロセスとその課題 
 
 図 1.1 に従来から実施されている開発設計プロセスを示す．多くの製造業企業ではボ
トルネックとなっている技術の課題解決や将来製品のための技術を獲得する開発活動
と実際の製品を実現する設計活動を分けている．本論文では，開発活動と設計活動の目
的を明確にするために各々の活動を技術開発，製品設計と呼ぶことにする．図 1.1 の的
の中心が目標仕様であるとする．例えば光ディスクや磁気ディスクであれば記録密度を
決める媒体上の記録マークの寸法であり，複写プリンターでれば印刷速度を決める用紙
送りの搬送速度等である．ここで目標仕様を定量化する記録マークの寸法，用紙搬送速
度等を計測特性と呼び，記号𝑦で表示することにする．従来の開発設計プロセスでは，
最初に計測特性𝑦の目標値を達成することを目指していた．従って，技術開発のゴール
は目標仕様の達成とすることが多かった．例えば，光ディスクであれば目標寸法のマー
クを記録できる技術を確立することであり，複写プリンターであれば目標の用紙搬送速
度を実現することである．ところが，市場や製造現場には計測特性𝑦の値に影響を与え
る要因が多数存在する．それらの要因を誤差因子と呼ぶ．誤差因子には以下の 3 種類が
ある［1］． 
 
1) 外乱による影響  温湿度等の環境変動，複写機やプリンターにおける用紙の品    
種のようなユーザー使用条件の違い 
2) 内乱による影響  構成する部材，部品の劣化 
3) モノのばらつきによる影響  部品や部材の個体差 
 
一般的に，これら誤差因子は製品化プロセスの最上流である技術開発段階では潜在化
されやすく，製品設計から試作，量産段階へと製品化プロセスの下流に行けば行くほど
顕在化する．その理由は大きく二つある．一つは技術開発段階では誤差因子を積極的に
取り上げずに目標仕様の達成を目指すマネジメントが一般的に行われていることであ
る．もう一つは，技術開発段階では市場や量産現場で存在する誤差因子を再現すること
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が困難な場合があることである．例えば光ディスクの開発において，温度変化の誤差因
子を取り上げるために光ディスク媒体の温度を変化させることは困難である．大きな計
測装置を恒温槽に搬送しなければならないからである．設計段階に入れば小さな製品ド
ライブが入手可能となるので，記録再生中に温度を変えることは容易となる． 
 
このような理由により，製品化プロセスの上流の技術開発段階では誤差因子の影響が
少ない中で計測特性𝑦の目標の達成を目指すことになる．（図 1.1 左の的の赤丸）しかし
ながら，製品設計や製品試作段階に入り，実際の製品サンプルが入手可能になると誤差
因子が顕在化し，それによって計測特性𝑦が仕様の中心から外れてしまう（図 1.1 真ん
中の的の赤丸）．よって，この誤差因子の影響を抑制する活動を製品設計や製品試作段
階で実施することになるが，ここに大きなリスクが存在する．それは，図 1.1 の右の的
のように誤差因子の存在下での計測特性𝑦の値の安定性を確保するためには，製品を構
成するモジュールやデバイス等の構造や多数の設計パラメータ（以後、制御因子と呼ぶ）
の水準を変更することが必要になるケースが多いにもかかわらず，多くの場合，製品設
計から製品試作に至る段階で変更できるものは少数の制御因子の水準を狭い範囲で調
整する程度に限定されてしまうことにある．その結果，計測特性𝑦の安定化が不十分と
なり，目標仕様を下げることによる商品の魅力度低下や高価な部材や部品の採用による
コストアップを招くことがある．あるいは，製品設計や製品試作段階に入った後にモジ
ュールやデバイス等の構造を変える技術開発活動を実施することによって，製品出荷の
納期遅延を招くこともある．これらが従来からの開発設計プロセスの問題であり，製品
を構成するモジュールやデバイス等の構造を大きく変更できる技術開発段階において，
誤差因子に対する計測特性𝑦の値の安定性（以後、ロバスト性と呼ぶ）を確保すること
が課題である．  
 
 
  図 1.1 従来からの一般的な開発設計プロセス 
 
 
 
的の中心＝目標仕様 “品質確保”“仕様達成”
技術開発段階 製品設計・製品試作段階
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１． ２ 品質工学への期待 
 
前節で述べた従来の開発設計プロセスの課題を解決する方法が図 1.2 に示した２段
階設計型の考え方である．２段階設計を実現するポイントは，制御因子の水準を変更で
きる自由度が高い開発設計プロセスのできるだけ上流段階で積極的に誤差因子を取り
上げて，計測特性𝑦を安定化させることである．それを実現するために活用される技法
が品質工学の機能性評価とパラメータ設計である［2］．機能性評価はロバスト性を評価
する技法であり，パラメータ設計はモジュール，デバイス，工程等の開発対象（以後，
システムと呼ぶ）の制御因子の水準を最適化する技法である．これら品質工学の技法が
最も有効な場面が技術開発段階であり，図 1.2 の真ん中の的のように，技術開発段階で
ロバスト性（誤差因子に対する計測特性𝑦の安定性）を確保できれば前節で述べたよう
な製品設計段階での問題の発生を大幅に抑制できる．この２段階設計の特長は，目標仕
様が決定する前にロバスト性を改善する開発活動を実施することにある．製品設計活動
（目標値へのチューニング）は企画から目標仕様を提示された後でしか実施できないが，
ロバスト性の改善は目標仕様が示される前に実施できる．つまり品質の事前確保は可能
である．この時，計測特性𝑦の平均値を仕様に合わせ込むことはしないが，将来の製品
設計段階でのチューニング可能範囲，すなわち品質と性能の両立範囲を十分に確保して
おく必要がある．ところで，技術開発段階等の製品化プロセスの上流へのリソース投入
量を増やして，事前に品質と性能を両立確保することをフロントローディングと呼ぶ．
品質工学の機能性評価とパラメータ設計は，フロントローディングを効率的に実現する
技法として多くの企業から注目されている．機能性評価とパラメータ設計の詳細は２章
で述べる．本節では最初に本論文における性能と品質の定義，及び技術開発と製品設計
の目的を述べる． 
 
図 1.2 ２段階設計による開発設計プロセス 
 
性能： 
VOC(Voice of Customer)の代用となる計測特性𝑦（物理的特性，化学的特性，機械的
特性，電気的特性，光学的特性，及びそれらを複合化した特性）の平均値と，企画から
“仕様への調整”
チューニング
“品質確保”
技術開発段階 製品設計・製品試作段階
的の中心＝目標仕様
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示された目標値との差が性能である．この差が小さければ小さいほど性能が良い．性能
達成の難易度は高い場合と低い場合がある．難易度が低い例は，機械加工において計測
特性𝑦が寸法である場合に，実物の加工品の寸法平均値を設計中心に合わせること，あ
るいは電子回路において，計測特性𝑦が電圧である場合に，実物の回路の電圧平均値を
目標値に合わせることである．これらの活動をチューニングと呼び製品設計段階で実施
する．一方，難易度が高い例としては，レーザーの光出力の平均値を現在の２倍にする
というような場合である．この場合はデバイスの構造，材料，工法等を大幅に変更しな
ければ実現しない．つまり，技術開発の活動を実施しなければ性能を達成できない． 
 
なお，ここで性能達成の判断基準に計測特性𝑦の平均値を使うとしたが，その理由は
実際の製造工程，市場においては計測特性𝑦の値を変動あるいは変化させる誤差因子が
必ず存在し，計測特性𝑦の値が必ずばらつくからである．ばらつきのある中での平均値
を使って性能達成度を判断する． 
 
品質： 
 計測特性𝑦の安定性，つまりロバストネスを品質と呼ぶ．品質が良いとは，誤差因子
が存在しても計測特性𝑦のばらつきが十分に小さい場合である．品質確保，つまりロバ
ストネスを確保するためには，システムを新たに選択あるいは考案しなければ達成でき
ないケースが多い．よって，品質は技術開発段階で確保する必要がある．特に，市場で
発生する誤差因子に対する安定化は技術開発段階で完了させることが必須である．量産
段階では，ばらつき原因を管理する品質管理の方法で品質を改善することも可能である
が，市場で発生する誤差因子（劣化，環境変動，ユーザーの使用条件）を管理すること
はできないからである． 
 
技術開発： 
技術を完成させるプロセスが技術開発であり，具体的な目的は以下である． 
1-1) 十分な機能の安定性（ロバストネス）を確保すること 
1-2) 複数の設計に対応可能な性能とロバストネスの両立範囲を確保すること 
1-3) 十分な生産性（タクト，生産スピード）及び歩留まりを確保すること 
これら技術開発活動の主な内容は，システムの構造，材料，工法等を考案あるいは選択
し，その性能と品質を評価することである． 
 
製品設計： 
技術開発段階で完成した技術を利用して，実際の製品を実現させることが製品設計の目
的あり，主な活動は以下である． 
2-1)  製品を構成するサブシステムのチューニング 
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2-2)  トータルシステムのチューニング 
2-3)  サブシステム及びサブシステムを構成する要素の公差の決定 
ここでトータルシステムとは，例えば複写機プリンターであれば，電子写真エンジンの
ことであり，サブシステムとは電子写真エンジンを構成する各モジュール（現像モジュ
ール，定着モジュール等）である． 
  
１． ３ フロントローディング型の製品化プロセスを実現するための課題  
 
 図 1.3 にフロントローディング型の製品化プロセスを実現するための課題を示す．製
造業企業における一般的な製品化の流れは，製品企画及び技術開発（研究開発と先行開
発），製品設計，試作，量産，市場投入という順番からなる．図 1.3 の製品化プロセス
の中で最も付加価値を生まないプロセスが試作である．設計完了後の試作の本来の目的
は企画からの要求仕様（目標値とその公差）が達成できていることを実製品サンプルで
確認することであり，原則的には１回で完了させるべきものである．理想的にはシミュ
レーションを活用した開発・設計によって試作レスで，量産段階に入りたい［3,4］．し
かしながらロバスト性の事前確保を実施しない従来の製品化プロセスでは，試作段階で
様々な問題が顕在化してしまうことは既に述べた．その問題の代表例が，図 1.3 のデバ
ッグサイクルである．このデバックサイクルを本来の PDCA(Plan Do Check Action)に
対して問題対策の CAPD と呼ぶことがある［5］．PDCA サイクルとは前述したように
技術開発段階で品質及び性能を達成し，試作段階で問題が顕在化しないプロセスのこと
である．  
 
図 1.3 フロントローディング型の製品化プロセスとその課題 
製品企画 製品設計 製品試作 量産 市場
問題対策：デバッグサイクル
研究開発 先行開発
Ｒ
Ｅ
Ｓ
Ｏ
Ｕ
Ｒ
Ｃ
Ｅ Ｑを創る
時間
製品試作
Ｑを予測する
予測対応
技術開発 製品設計
問題対策によるＱ確保
Ｑ：Ｑｕａｌｉｔｙ
技術開発
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 製品化プロセスが CAPD サイクルから抜け出せない歴史的要因を説明する．日本が
キャッチアップしていた時代は試作して問題を顕在化させてから直す CAPD デバック
サイクルの方が PDCA サイクルよりも効率的であった．つまり，技術開発の活動に時
間をかけずに早期に製品設計段階に入り，できるだけ早く実物を作って問題を抽出する
ことを優先する方法が有効であった．このアプローチが有効性を持った要因は，当時の
欧米の先行他社がすでに技術を完成させていて，日本企業はそれをキャッチアップする
状況であったからである．完成した技術を導入して製品化する場合は技術開発活動なし
に製品設計に入っても試作段階での問題解決に時間とリソースを集中投入することで，
性能と品質を確保することができる．解のあることがわかっている技術を導入している
ので問題を下流に先送りするやり方でも事業的なリスクは少ない．むしろ，技術開発段
階にリソースを投入するよりも効率的かもしれない． 
 
 しかしながら現在の日本は当時とは状況がまったく違う．各企業が独自に考案し，差
別化された技術を利用して製品化を実施することが当然のことになっている．解がある
かどうかわからない，素性が明確でない状態で製品化プロセスを流すことは大きなリス
クを伴う．このような現在の日本の状況での製品化プロセスの課題は，技術開発段階で
下流での品質を予測し，さらには品質と性能を確実に創りこむことである．本論文では
品質の“創りこみ”と“作りこみ”を以下のように区別する［6］． 
 
 創りこみ(Create)：  
 従来にない新たな構造，材料を用いたシステムを考案することによって性能と品質を
確保すること．  
 作りこみ(Make)： 
 既存システムの既知の制御因子を最適化することによって性能と品質を確保するこ
と． 
 
性能と品質を創りこむ技術開発活動には大きく研究開発と先行開発の 2 つがある．
（図 1.3）ここで，研究開発の目的はユーザーの期待レベルを大幅に超える性能や潜在
ニーズの実現を目指して，自社が保有する独自技術を完成させる活動であり，図 1.4 に
示した狩野モデルの１元的品質を大幅に向上させる，あるいは新たな機能の実現等の魅
力品質を達成することが目的である［7］．研究開発は中長期（２～３年）の取り組みに
なることが多い．あるいはそれ以上の期間を要することもある．先行開発とは顕在ニー
ズに基づく企画からの要求に応えるために抽出されたボトルネック技術の性能と品質
を確保する活動であり，設計段階に入る前に図 1.4 の一元的品質の目標を達成する活動
である．先行開発は半年～２年の期間で実施することが多い． 
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図 1.4 狩野モデルの３つの品質 
 
 ところで，図 1.4 の狩野モデルにおける１元的品質と当たり前品質は，各々前述した
性能と品質に対応する．例えば複写プリンターを例にすると，印刷速度が性能（１元的
品質）であり，早ければ早いほどユーザーの満足度は高くなる．１元的品質が従来に比
べて飛躍的に高く，ユーザーの期待を大きく上回る場合は魅力品質と同様にユーザーに
感動を与えることが可能となる．ここで重要なことは，１元的な品質と当たり前品質は
多くの場合，トレードオフ関係になることである．例えば複写プリンターの用紙送り機
構の場合，送り速度を高めると紙詰まり（ジャム）が発生する確率が高まる．紙詰まり
がないことは当たり前品質である．この当たり前品質を十分に確保するとは，図 1.4 の
当たり前品質のマージンを十分に確保することである．複写プリンターの用紙送りの機
能限界は紙詰まりが発生する状況であり，そこまでのマージンを十分に確保しなければ
ならない．結局，１元的な品質（性能）を確保する活動は，当たり前品質のマージンを
十分に確保する活動に他ならない． 
 
現在の日本企業に求められていることはユーザーに感動を与える製品の実現であり，
既存技術の改善では実現できない高い性能での当たり前品質確保が主要な開発課題と
なる．この課題を達成するためには第一に図 1.3 の“Q の予測”をしなければない．例
えば用紙送りの場合では，紙詰まりが発生するまでのマージンを評価するために，紙詰
まりという不具合現象を連続量の計測特性に変換しなければならない．品質の見える化
と言ってもよい．そのための技法が品質工学の機能性評価である［8］．ここで，開発対
象システムの品質を予測する前提は，対象システムが最適化されていることである．つ
まり，品質を予測するためには事前にシステムの品質の作りこみが必要となる．それを
実施するパラメータ設計をロバストパラメータ設計と呼ぶことにする．一般にパラメー
タ設計は品質を改善する技法と認識されているが、技術開発段階で実施するロバストパ
ラメータ設計の目的は品質の改善ではなく，広い意味での品質の評価にあると言える． 
→
(不充分) (充分)
気に入る
気に入らぬ
→
気に入らぬ
当り前
一元的品質
“性能（カタログスペック）”
当り前品質
“品質（ロバスト性）”
(充分)(不充分)
マージンが必要
機能限界
→
(不充分) (充分)
気に入る
仕方なし
魅力的品質
“潜在ニーズ”
トレードオフ
感動満足
度
満
足
度
満
足
度
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機能性評価とロバストパラメータ設計によって，品質の予測が可能となるが，品質の
予測に加えて重要なことは，品質を創りこむことである．なぜならば，実際の開発活動
では，既存のシステムあるいは最初に考案したシステムの既知の制御因子をロバストパ
ラメータ設計等によって最適化しても十分な性能と品質を確保できないケースがほと
んどであるからである．その場合，新たなシステムや制御因子を考案しなければならな
い．ところが，これまでの品質工学ができることは品質を予測することまでであり，品
質の創りこみ，すなわちシステムの構造や制御因子の考案は技術者の経験と知識に基づ
く試行錯誤に依存した開発活動によって実施されているのが実態である．無駄な試行錯
誤をできるだけ排除し，新たなシステムや制御因子を考案する活動を効率化することが
課題である．この課題を解決することが本研究の目的である．本研究では，技術者が効
率的に品質を創りこむことが可能な技法を提案し，その有効性を事例によって検証する．
さらに各技法を効果的に活用する開発プロセスを明らかにする． 
 
１．４ 製品化プロセスにおける有効な手法，技法と本研究の位置づけ及び目的  
 
  図 1.5 に製品化プロセスと各ステップで有効な手法・技法を示す．品質を改善，予
測する技術は歴史的に製品化プロセスの下流から上流に向けて進化してきた．日本で最
初に活用された手法は QC(Quality Control)であり，戦後まもなくデミングをはじめと
する米国の品質の専門家からの指導によって導入された．その目的は真空管等，当時の
日本の工業製品の特性ばらつきを改善することであり，製造プロセスを科学的に管理す
る手法が国内で広まった．米国から導入された管理手法が，その後日本国内で独自の発
展を遂げて TQC，SQC，TQM へと進化し，定着している．QC 手法は製造現場での様々
な問題解決や改善に有効であり，現在では世界中で活用されているが，QC 手法は顕在
化した問題を解決するアプローチがベースになっているため，技術開発や製品設計段階
での有効性は低い［9］． 
 
製造段階で有効な手法の中には工程で発生した品質問題の原因を検出する多変量解
析がある．IT 技術の発展に伴って多変量解析による製造工程の管理方法は変革が起き
つつある．例えば，従来は工程での特性のばらつき原因を解明する解析手法としては重
回帰分析が一般的であったが，現在では工程の異常を高感度に予測検出する
MT(Mahalanobis Taguchi)法や特性の変化を高精度に予測する T 法やその改良手法が
提案されている［10,11］．特に MT 法は AI 手法の一種として幅広く製造工程に導入さ
れるようになってきた［12］．IT 技術の進歩によってビッグデータの解析が容易となり，
AI 手法による製造工程の管理が一般化することは間違いないが，これらの最新の AI 手
法も問題対策が目的であるという意味では古くからの QC 手法と同じカテゴリーにあ
る手法の一種と言える．したがって，これらの AI 手法をそのまま技術開発段階の活動
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に活かすことは困難である． 
 
 製造現場の問題解決や改善の手法の限界を超える方法論として品質工学の各種技法
や考え方が提案され，1990 年代から日本を中心に普及が進んでいる．特にパラメータ
設計は制御因子の水準を最適化することによって品質を改善する手法として幅広く活
用されている［13-16］．また許容差設計も公差を合理的に設定する手法として有効性が
高い［17,18］． 
  
パラメータ設計や許容差設計は実験的なアプローチで品質を改善するが，技術者が持
っている知見を利用して，品質問題の発生リスクを明確化するアプローチが DRBFM，
FTA，FMEA 等の信頼性技術である［19,20］．DRBFM，FTA，FMEA はパラメータ
設計や許容差設計のように実験を伴わないので，品質問題を扱う対象を広く設定できる
というメリットがある．パラメータ設計，許容差，DRBFM，FTA，FMEA に共通して
言えることは，これらの手法の活用は，対象となるシステムの基本構造が決まり，部品
や部材等の構成要素が決定しているという前提があることである．したがってこれらの
手法が最も有効な場面は具体的な製品を設計する段階になる． 
 
 製品設計に入る前の技術開発段階で活用されている技法としては，機能性評価や信頼
性評価等の品質予測技法がある［2,21］．例えば機能性評価を活用することによって，
考案あるいは選択したシステムの品質をベンチマーク（例えば既に市場に投入されてい
る既存のシステム）の品質と比較評価することができる［22］．機能性評価による品質
評価の結果，ロバスト性（機能の安定性）がベンチマークと同レベルかそれ以上である
ことが確認できた場合には製品設計段階に進むことが可能と判断する．ロバストパラメ
ータ設計の目的は機能性評価の実施の前にシステムを最適化することであることは既
に述べた．信頼性評価の目的も機能性評価と同じであるが，信頼性評価の品質評価対象
は時間軸上の計測特性の変化であり，温湿度変化やユーザーの使い方の違いのような環
境誤差因子を評価対象としないのでトータルな品質評価ができないというデメリット
がある．また，機能を失うまでの時間を特性値とするので，測定に時間がかかるという
デメリットもあるが，その一方で，機能性評価のようにベンチマークとの相対評価では
なく，寿命の絶対時間の推定評価が可能というメリットがある．よって機能性評価は技
術開発活動を進めている期間に実施することが有効であり，信頼性評価は技術開発が完
了した後の最終確認での実施が有効である． 
 
 ロバストパラメータ設計，機能性評価，信頼性評価とも品質を予測判断するための技
法であり，その狙いは図 1.3 の“Q を予測する”にあるが，予測するだけでは品質を確
保することはできない．開発活動におけるもう一つの大きな課題は品質を創りこむこと
  
12 
 
である．前述したように品質を創りこむためにはシステムの構造を変える，あるいは新
たな制御因子を考案する必要がある．その創造活動に方向性を与えるのが TRIZ である
［23］．TRIZ の実施そのものは DRBFM，FTA，FMEA と同様に実験を実施する必要
がないので，少ないリソース投入で成果が期待できるというメリットがある．しかしな
がら，TRIZ から得られる技術情報は構造や方式をどのような方向で考案すべきかの大
きな方向性やヒントであり，開発目標の達成までにはその後に多くの試行錯誤が必要で
あるという意味では従来からの技術開発活動の骨格を変える技法ではない． 
 
 図 1.5 の QFD はここまで議論してきた手法や技法と位置づけが異なる［24］．QFD
の目的は市場のユーザーの VOC から要求を整理し，それを計測可能な特性に変換し，
目標値を与えることなので，技術者が日常業務で使う手法・技法ではなくマネジメント
の方法論と位置付けられる． 
 
 以上，製品化プロセスの中での有効な手法・技法を俯瞰したが，図 1.5 からわかるよ
うに，技術開発のプロセスの骨格であるシステムの構造，材料や制御因子を考案する活
動を直接的に支援する技法が存在しない．本研究の目的は，システムの構造，材料や制
御因子を考案する創造的活動の質を向上することができる技法及びマネジメントの方
法論を提案し，その有効性を事例によって検証することである．ここで質の高い技術開
発活動とは技術者の創造性が品質と性能確保に向けて効果的に引き出されている状態
のことである．技術者の創造性が効果的に引き出された結果として技術開発活動の効率
化が実現する． 
 
 ところで，ここまでの議論では“手法”と“技法”を使い分けてきたが，それには次
のような意味がある．手法は手順を習得し，そこにデータや各種情報をインプットする
ことで結果が得られるが，技法の活用では，手順をベースにはするが，インプットすべ
き技術情報を考案することが要求される．前述した制御因子もその一例である．活用成
果がインプットする情報の質に大きく依存するものを技法と呼ぶことにする．製造から
設計，設計から開発へと製品化プロセスの上流に行けば行くほど質の高いインプット情
報を創造的に考案することが必要になる． 
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図 1.5 製品化プロセスと有効な手法・技法 
 
 
１．５ 論文の構成   
 本論文は，本研究の位置づけを述べた本章（第１章）を含めた８つの章から構成され
ている．各章の関連図を図 1.6 に示す．２章で従来の品質工学の課題を述べ，３章でそ
の課題を解決する技法 CS-T 法と CS-T 法を活用した技術開発プロセスを説明する．４
～６章は CS-T 法の応用技法の説明である．ここで４章の CS-TG 法と５章の AI-
Tandem CS-T 法は技術開発のための技法であり，６章の CS-TC 法は制御設計の効率
化のための技法である．７章では各種 CS-T 法を含めた品質工学の各技法をトータルシ
ステムの全体最適化に活用するためのマネジメントの方法について述べる．以下に２章
以降の各章の概要を述べる． 
 
第２章では，品質工学の３ステップ製品化プロセスの中でのパラメータ設計の位置づ
けを確認し，技術開発段階でのロバストパラメータ設計との目的の違いを明確化する．
さらに，ロバストパラメータ設計を活用するための技術開発プロセスを示した上で，こ
の技術開発プロセスの課題は，改善効果のメカニズム分析を効率化することであること
を示し，課題設定の妥当性を事例に用いて検証する．  
 
 第３章では，第２章で明確化したロバストパラメータ設計の課題を解決する技法とし
て，CS-T 法（Causality Search T-Method）を提案し，その実験計画と解析手順を示
す．さらに CS-T 法が改善効果のメカニズム解明の効率化に有効であることを事例によ
管理手法予測技法創造技法 改善手法
企画 ・・・
≪有効な品質技術≫
TRIZ 機能性評価
許容差設計
DRBFM，FTA, FMEA
QC(品質管理)
故障解析
多変量解析
【VOCから性能品質目標に変換】QFD
市場 Voice of Customer
既存技術新規技術
設計以降に品質リスクを持ち込まない
研究開発 先行開発 製品設計 製品試作 製造
信頼性評価
ﾊﾟﾗﾒｰﾀ設計ﾛﾊﾞｽﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ設計
技術開発
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って検証する． 
 
第４章では，CS-T 法を改良した技法として，CS-TG 法(CS-T with Graphical 
Modeling)を提案する．CS-TG 法によって，制御因子を含む複数階層からなる因果構造
を用いて改善メカニズムを記述することが可能となり，システムの構造や制御因子の考
案がさらに効率化することを事例によって検証する．   
 
第５章では，AI による自動最適化ツールと CS-T 法を連携した技法(AI-Tandem CS-
T 法)を提案する．AI-Tandem CS-T 法によって，自動最適化ツールの課題であった改
善メカニズムの解明が可能となり，AI が導出した最適解を超える性能及び品質を実現
する制御因子の考案が可能となることを事例によって示す． 
 
第６章では，制御システムの設計効率化のための CS-TC 法(CS-T with Cluster 
Analysis)を提案する．提案技法によって制御設計の効率化が実現することを示す． 
 
第７章では，複数のサブシステムからなる複合システムをトータルに最適化するマネ
ジメント技法(Quality Engineering-Based Management :QEM)を提案する．QEM 技
法の中に CS-T 法，機能性評価，ロバストパラメータ設計の各技法が位置づけられる． 
 
第８章では，本研究の結論を述べ，今後の課題を示す． 
 
 
図 1.6 各章の内容と関連図 
１章 日本の製造企業が抱える課題
２章 ロバストパラメータ設計を活用した技術開発プロセスとその課題
３章 創造性と効率性を両立する技法CS-T法及びその
技術開発プロセスの提案
４章 CS-TG法とその
技術開発プロセス
の提案
5章 AI-Tandem CS-T法と
その技術開発プロセス
の提案
6章 CS-TC法による制御
設計効率化の提案
７章 全体最適化のためのマネジメント技法QEMの提案
8章 結論と今後の課題
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第２章 ロバストパラメータ設計を活用した技術開発プロセスとその課題と検証  
 
本章では，品質工学の３ステップ製品化プロセスの中でのパラメータ設計の位置づけ
を確認した後に，技術開発の段階で実施するロバストパラメータ設計の目的を明確化し，
ロバストパラメータ設計を活用するための開発プロセスを提案する．さらに，この開発
プロセスの課題は，改善メカニズムの分析を効率化することであることを示す．また，
目的機能によるロバストパラメータ設計と基本機能によるロバストパラメータ設計を
技術開発活動の全体像の中に位置づけ，その違いを明確化した後に，目的機能のロバス
トパラメータ設計のリスクを述べる．最後に事例を用いてロバストパラメータ設計を活
用した技術開発プロセスの課題及び目的機能のロバストパラメータ設計のリスクを確
認する． 
 
２．１  パラメータ設計とロバストパラメータ設計の目的の違い 
 
 品質工学では，製品化プロセスを「システム選択」「パラメータ設計」「許容差設計」
の３ステップで進めるとしている［1］．この３つのステップを企画との関係を含めて
図2.1に示す．お客様の要求(Voice of customer :VOC)を抽出，あるいは創造するのが
企画部門であり，VOCを計測可能な特性に変換したものが，性能及び品質目標である．
（図2.1の企画から出た矢印）ここで，性能・品質の大幅な向上が必要な場合は，技術開
発の活動が必要となり，それは多くの場合，システム選択（新たなシステムの選択・考
案）のステップが必要になる．ここでシステムとは，１章で述べたように，製品トータ
ルのシステムを指すのではなく，製品を構成するサブシステム，モジュール，デバイス
等を指す．新たなシステムを選択あるいは考案する活動が図2.1のシステム選択であり，
これが１章で説明した技術開発段階の活動に相当する．既存のシステムで，性能・品質
目標を達成できる目処がついている場合は，製品設計段階に入ることができる．その際
に図2.1のStep.2のパラメータ設計を活用することによって，品質をさらに改善し，
Step.3の許容差設計によってStep.2で生みだした品質余裕分をコストダウンにまわす．
これが品質工学の基本的な製品化プロセスである［2-6］．よって，図2.1のStep.2のパ
ラメータ設計とStep.3の許容差設計の目的は品質とコストの作りこみにあると言える． 
 
図 2.1 品質工学の 3 ステップ製品化プロセス 
Step.1 システム選択
Step.2 パラメータ設計
Step.3 許容差設計
企画
新規技術必要
新規技術必要ない製品設計
技術開発
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一方，当然のことながら，新規に開発する技術は量産実績も市場投入実績もないため，
その技術を使って製品設計段階，さらには量産段階に移行させた時に品質問題が起きな
いことを100%の確率で予測することはできない．従って，技術開発段階から製品設計
段階への移行，製品設計段階から製品試作，量産段階への移行の可否判断は予測判断と
なる．このように確認できないことに対して可否判断することが，意思決定（ディシジ
ョン）の本質である．ディシジョンは本質的にリスクを伴うものだが，そのリスクをで
きるだけ減らすことが，技術開発活動の目的の一つであると言える．そして，品質の予
測判断を誤るリスクをできるだけ低減することが，システム選択段階，すなわち技術開
発段階でロバストパラメータ設計を実施する第一の目的である［7-16］．田口は”技術
者は創造能力がないわけではない．自分の現在のアイデアが駄目だと明白にならない限
り次のアイデアを考えようとしない．したがってアイデアの評価の合理化，特に予測的
評価が大切である．“と述べている［17］．その通りであるが，ここで重要なことは，
技術者が考案したシステムの性能と品質の予測判断は技術開発段階で実施しなければ
ならないことである．製品設計段階に入ってからのシステム変更は，それまでの製品設
計活動に投入した多くの経営リソースを無駄にしてしまうからである．本論文では技術
開発段階で性能と品質を予測判断するために実施するパラメータ設計をロバストパラ
メータ設計と呼ぶが，それはロバスト性を評価するためのパラメータ設計という意味で
ある．ロバストパラメータ設計を活用した技術開発プロセスを図2.2に示す．（これが
図2.1のシステム選択の活動内容である）図2.2の技術開発プロセスは品質と性能の目標
達成度を評価する目標達成度評価パートと目標未達成の場合に新たなシステムを考案
するためのメカニズム分析パートの大きく2つのパートからなる．以下，この2つのパー
トについて説明する． 
 
目標達成度評価パート（図2.2の上から下に進むパート）では，選択あるいは考案し
たシステムから制御因子を複数選択し，ロバストパラメータ設計によって最適化した後
に品質と性能の目標達成度を評価する．ここで重要なことは，品質と性能をトータルに
評価することである．それを可能にするのが機能性評価である．機能性評価の実施によ
り，品質を一つの指標(SN比)で評価することが可能となり，従来からの開発方法で問
題となっていた複数の品質特性間のトレードオフ関係を解き明かす試行錯誤の活動に
時間を費やすことなく，品質の目標達成度を判断することが可能となる．機能性評価に
よって目標達成を確認できたら製品設計段階に進む．なお，図2.2の“ロバストパラメ
ータ設計による全体最適化”と“目標達成度評価”は品質工学の技法を活用するステッ
プであり，他のステップは技法を活用しないステップである．  
 
次に図2.2の下から上に向かうメカニズム分析パートの活動について説明する．この
活動の目的は開発対象となっているシステム固有の物性値，分析データ，センシングデ
ータ，あるいはコンピューターシミュレーション（CAE: Computer Aided Engineering）
の中間データ等（以後、これらを現象説明因子と呼ぶ）を計測あるいは計算し，品質や
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性能が改善したメカニズムを把握することである．改善メカニズムを把握することで，
システム及びその制御因子を考案する方向を定め，品質と性能の目標を達成する確実性
を高める．以上がメカニズム分析パートの内容であり，２つのパートを合わせた図2.2
の技術開発プロセスは性能と品質を創りこむプロセスである． 
 
 
図 2.2 ロバストパラメータ設計を活用したシステム選択段階の技術開発プロセス 
 
 
２．２ 技術開発の全体像とロバストパラメータ設計を活用した技術開発プロセスの
課題 
 
 本節では技術開発の活動の全体像を示し，その中に一般的に実施されている技術開発
とロバストパラメータ設計を位置づける．さらに，目的機能と基本機能の違いを説明し，
ロバストパラメータ設計の課題を述べる． 
 
２．２．１ 一般的に実施されている技術開発活動とその課題［18-20］ 
 開発活動を 3 つの要素，マネジメントパート，アナリシスパート，シンセシスパート
から構成し，各パートの関係によって開発活動の全体像を示したのが図 2.3 である．以
下にそれぞれのパートについて説明する． 
 
開発スタート
システム考案・選択
ロバストパラメータ設計
による全体最適化
目標達成度評価
改善効果の
メカニズム分析
方針決定
設計段階へ
OK
NG
目標達成度評価 メカニズム分析
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③目的機能のロバストパラメータ設計 ⑤基本機能のロバストパラメータ設計 
図 2.3 技術開発の全体像 
 
 最初にマネジメントパートについて説明する．お客様の要求（Voice of customer :VOC）
を計測可能な特性値で代用したものが計測特性𝑦である．例えば，光ディスクでは媒体
上に記録されたマークの寸法が計測特性𝑦である．開発目標は計測特性𝑦の目標値，様々
な誤差因子の影響による計測特性𝑦のばらつきの許容差等によって与えられる．計測特
性𝑦が目標値に近ければ近いほど性能が良く，誤差因子が存在しても計測特性𝑦のばら
つきが小さければ小さいほど品質（ロバスト性）が良いということになる．ここで，目
的機能は計測特性𝑦の値を変える信号因子𝑀が存在する場合に，入力を𝑀，出力を𝑦とし
て，𝑦 = 𝛽𝑀の関数関係で定義される．このように入出力関係で定義される機能を動特
性と呼ぶ．入力の水準が固定の場合は静特性の一種となる［1］．図 2.4 に動特性のイメ
ージ，図 2.5 に静特性のイメージを示す［21］．静特性では各データ値と平均値?̅?の偏差
が有害成分になり，平均値が有効成分となる．一方，動特性では各データ値と，最小二
乗法で求めた回帰直線?̂? = 𝛽𝑀上の値との偏差が有害成分になる．ここで?̂?は推定値とい
う意味である．有効成分は回帰直線上の値である．SN 比の値𝜂は(2.1)式によって算出
される．(2.1)式による品質評価を機能性評価あるいはロバスト性評価と呼ぶ．  
 
𝜂 = 10log (
有効成分
有害成分
)        (2.1) 
 
なお静特性の場合は SN 比ではなく有害成分の分散𝑉𝑦を品質の評価指標にすることも
できる．以後，目的機能あるいは静特性の SN 比，計測特性の分散𝑉𝑦，平均値?̅?を合わ
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せて目的特性と呼ぶことにする．これら目的特性の定義及びその目標値の設定は，企画
からの要求（あるいは技術戦略）に従って決定されるものであり，技術者の判断で決め
るものではない．よって，これらの活動をマネジメントパートと呼ぶことにする． 
  
 
図 2.4 動特性のイメージ 
 
 
図 2.5 静特性のイメージ 
 
開発目標が設定された後の技術開発活動は技術者が自由に活動する領域であり，それ
は目的特性の値が変化するメカニズムを分析するアナリシスパートと目的特性の目標
値を達成するための技術手段を考案・選択するシンセシスパートの２つのパートからな
る．それらの技術開発活動の全体像を示したのが図 2.3 である．図中の①～⑤は各パー
トの活動の関係を示している．本節では，一般的に実施されている技術開発活動とその
目的を図 2.3 の①と②を用いて説明する． 
 
多くの技術開発では既存のシステムの中から最適なシステムを選択し，選択したシス
テムの性能と品質を目標レベルまで引き上げる過程でシステムや制御因子を考案して
いく．ここでは最初に選択したシステムを図 2.3 のシンセシスパートにある Sys1 とす
る．Sys1から出発して制御因子やシステムを考案する際の一般的なアプローチが図 2.3
の①と②である．②は目的特性の改善に効果のあるメカニズムを明らかにする活動であ
る．このメカニズムは目的特性と現象説明因子の因果関係を把握することによって明ら
有効成分
システム 出力y
有 成分
入力Ｍ
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・環境変動
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かになる．多くの技術開発活動の第一の目的は，このメカニズムを把握することである
が，ここで重要なことは，現象説明因子と目的特性の水準が因果関係を持って変化する
ような制御因子を的確に選択し，その水準を変化させなければ②の活動を実施できない
ということである．つまり，②の因果関係の把握を可能とする前提は，シンセシスパー
トにある制御因子とアナリシスパートにある現象説明因子の因果関係の把握ができて
いることである（①で示した）．ここで，現象説明因子   の添え字𝑖は現象説明因子の種
類であり，𝑗はその水準値である．現象説明因子の水準値は制御因子の水準設定値に依
存して結果的に決まる． 
 
以上述べたように，図 2.3 の①と②で示される技術開発活動の目的は，図 2.3 の 3 つ
のパートの因果関係， 
制御因子 ⇒ 現象説明因子 ⇒ 目的特性 
を明確にすることであり，この活動が図2.2のメカニズム分析パートの活動に対応する．
ここで一般的に実施されているこの技術開発活動の効率上の問題は，正確に現象を把握
することを優先するために，一つの制御因子のみを選択し，その水準を変える実験をす
ることにある．限定された制御因子の実験は目的特性の改善効果を十分に引き出せない
だけではなく，現象説明因子の変化範囲も狭くなり，目的特性と因果関係を持つ現象説
明因子を効率的かつ精度良く検出することが難しくなるという問題がある． 
 
２．２．２ 目的機能から基本機能への変換とその課題  
 パラメータ設計及びロバストパラメータ設計には目的機能を用いる方法と基本機能
を用いる方法の大きく二つの方法がある［22］．目的機能の出力は前述したように VOC
を代用する計測特性であるが，基本機能の計測特性は目的機能の計測特性𝑦の代用特性
であり，それは図 2.3 のアナリシスパートにある現象説明因子の中にその候補が存在す
る．基本機能の計測特性（図 2.4 の出力）となる現象説明因子は，当然のことではある
が，目的機能の計測特性𝑦と因果関係を持っていなければならない．図 2.6 に目的機能
から基本機能への変換プロセスを示す．図 2.6 では基本機能の研究が最も進んでいる分
野である機械加工を題材とした［23,24］． 
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図 2.6 目的機能から基本機能への変換プロセス 
 
 機械加工においてお客様が求めている VOC は形状であり，その計測特性𝑦は寸法で
ある．出力である寸法𝑦を変える入力は図面に書かれた指示寸法であるから目的機能は
図 2.6(a)の入出力関係で定義できる．ここで，加工工程における指示寸法への調整は加
工時間を変えることによって実施するので，実際の入力は加工時間となる．また，加工
時間に比例して加工量が増加し，その結果として指示寸法の加工物が得られるので，計
測特性𝑦は加工量とすることもできる．目的機能は全ての技術分野において定義するこ
とが可能である．次に，目的機能から基本機能を考案する方法を説明する．基本機能を
考案するためには，寸法あるいは加工量と因果関係を持つ現象説明因子を抽出する必要
がある．それを図 2.6(b)に示した．そして，抽出した複数の現象説明因子の中から目的
機能の計測特性𝑦を完全に代用できるものがあれば，それが基本機能の計測特性 とな
る．それが図 2.3 の④である．ここで完全とは，一つの現象説明因子のみで目的機能の
計測特性を代用できるという意味である．具体的には，基本機能の計測特性となる現象
説明因子 は，目的機能の計測特性𝑦と因果関係を持つ全ての制御因子（A,B,C, ）と因
果関係を持たなければならないということである．例えば図 2.7 の因果構造の場合，現
象説明因子 1は基本機能になり得るが， 2と 3は一部の制御因子としか因果関係を持
たないので基本機能にはならない． 
 
 
図 2.7 基本機能になり得る現象説明因子 
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機械加工分野では基本機能の計測特性 として，加工に用いるモーターの電流が活用
できることがわかっている［24］．それを図 2.6(c)に示した．ここで，加工に投入した電
流値の積算（投入電力）が加工量に比例するので図 2.6(c)では基本機能の出力を  とし
た．ここで強調したいことは，図 2.6(b)の現象説明因子 と計測特性𝑦の因果関係を把握
する活動は，図 2.3 の①②で示した技術開発活動そのものであるということである．つ
まり，基本機能の追求は技術開発活動そのものと言ってよい．よって，基本機能を把握
するための課題は，前節で述べた一般的に実施されている技術開発活動の課題と共通で
あり，それは現象説明因子 と計測特性𝑦の因果関係を把握する活動を効率化すること
である．基本機能を定義することができれば目的機能の計測特性𝑦を利用したロバスト
パラメータ設計（図 2.3 の③）の代わりに，基本機能の計測特性 を用いたロバストパ
ラメータ設計（図 2.3 の⑤）を実施することが可能となる． 
注）図 2.6 では(a)(b)(c)の係数𝛽を共通としたが，実際にはこの 3 つの値は異なる． 
 
 
図 2.8 基本機能の計測 
 
次に基本機能を用いた品質評価の有効性について図 2.8 を用いて説明する．図 2.8 は
基本機能の計測を一般化して示している．図 2.8(a)は図 2.6(c)の基本機能の入出力関係
に誤差因子の影響を加えたイメージ図であり，図 2.8(b)は図 2.8(a)の入出力関係を描く
ための元となる計測データの代表的なイメージ図である．目的機能の計測特性𝑦を得る
までの過程ではエネルギーの変換を伴う物理的，化学的な現象が必ず起きている．その
現象を何らかのセンサーを用いてリアルタイムで計測したものが図 2.8(b)のセンシン
グ波形である．基本機能によるロバスト性評価の方法としては，このセンシング波形自
体を利用して SN 比を計算する方法もある［21］．あるいは，図 2.6(c)の入出力関係を
定義するために，図 2.8(b)のようにセンシングの区間を例えば 3 つに分割し，その積算
値（面積）を出力とする方法もある．このような変換によって図 2.8(a)の入出力関係を
表現できる．このような基本機能によるロバスト性評価の効果は 2 つある．一つはセン
シング波形のランダムな変動を誤差因子として活用できることである．図 2.8(b)で示し
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た計測特性 （現象説明因子）の定常状態でのランダムなばらつきはエネルギー変換の
乱れであり，結果的に目的機能の計測特性𝑦のばらつきの要因となる．これをダイレク
トに計測できることが基本機能を計測する効果の一つである．もう一つの効果は過渡応
答の波形が利用可能になることである．過渡応答は，システムの構成要素の特性のわず
かな変化を高感度に検出することができるという特長を持つ．誤差因子の影響によるシ
ステムの構造的な変化を高感度に検出することが可能となれば，ロバスト性評価の効率
と精度を両立確保することが可能となる［25］．また，基本機能によるロバストパラメ
ータ設計は，目的機能によるロバストパラメータ設計に比べて，交互作用の影響が少な
いことが経験的にわかっている［26］．交互作用の影響が大きくなればなるほどロバス
トパラメータ設計から得られる要因効果図の傾向の信頼性が低下し，極端の場合は要因
効果図からまったく技術的な知見が得られないというケースもある［13］．特に，制御
因子の水準幅を大きくする技術開発段階のロバストパラメータ設計ではその危険性が
高まる．それが目的機能を利用したロバストパラメータ設計のリスクである．基本機能
の計測特性 は，目的機能の計測特性𝑦に比べて，制御因子との因果関係が直接的である
ことが交互作用の影響を抑制できる要因になっていると考えられる．  
 
目的機能に比べてメリットの多い基本機能ではあるが，従来は前節で述べたような試
行錯誤による非効率な開発活動によって基本機能を追求するしかなかった．また，そも
そも目的機能の計測特性𝑦を完全に代用できる一つ基本機能を定義できない技術分野も
多い．そのようなケースでは，目的機能によるロバストパラメータ設計を実施すること
が最も効率的な開発方法となる．なぜならば，仮に基本機能を利用できなくても，ロバ
ストパラメータ設計による開発は，直交表を活用してシンセシスパートから制御因子を
網羅的に取り上げて，その値を強制的に変えるため，目的機能等の目的特性の変化範囲
を広くする効果があるからである．つまり少ない実験回数で目的特性を改善する可能性
を高める効果がある．ただし，その場合でも図 2.2 のメカニズム分析パートの活動を効
率化することが大きな課題として残る．この課題を解決できれば開発効率のさらなる向
上が期待できる．なぜならば，目的機能𝑦 = 𝛽𝑀や計測特性𝑦の安定性が改善するメカニ
ズムを的確かつ短期間に把握できれば，ロバスト性を高める効果のある新たなシステム
や制御因子を的確かつ短期間に考案できる可能性が高まるからである．それを実現する
方法が CS-T 法及びその応用技法である．CS-T 法及びその応用技法によって，システ
ムや制御因子を考案する効率性と的確性の両立が可能になること，また同時に基本機能
を定義する効率性と的確性が向上することを 3 章以降で示す． 
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２． ３ LIMDOW-MO 媒体開発へのロバストパラメータ設計活用［27-30］  
 
本節では図 2.2 の開発プロセスの課題は改善メカニズムの分析活動の効率化にある
ことを事例によって検証する．また，基本機能を定義できない技術分野における図 2.2
の開発プロセスのリスクについても検証する． 
 
 最初に本事例の背景を説明する．当初の光磁気ディスク（以下 MO と呼ぶ）は，情報
を記録する際に，磁気テープや磁気ディスクのようにあらかじめ記録された情報の上に
ダイレクトに上書き(オーバーライト)することができなかった．したがって，新しい情
報を記録する前に一旦，前の古い情報を消去する動作を追加する必要があり，記録に要
する時間が 2 倍必要になってしまうという原理的な問題があった．この MO の最大の
弱点と言われていた記録時間の増大問題を克服し，オーバーライトを実現する方法とし
て，交換結合力という磁性層間に働く量子力学的な現象を利用した磁性多層膜による方
式が 1984年に㈱ニコンにより提案された．この㈱ニコンによる原理発明をきっかけに，
多くの企業で交換結合多層膜によるオーバーライト MO 媒体（以下 LIMDOW-MO と
呼ぶ）の研究開発が活発化した．このような状況の中で，1991 年に品質工学を活用し
た LIMDOW-MO 開発のプロジェクトがスタートした． 
   LIMDOW：Light Intensity Modulation Direct Over Write 
 
図 2.9.  LIMDOW-MO 媒体の構造比較 
 
1991 年当時に研究開発の対象としていた媒体構造（磁性２層方式）と 1993 年に開
発を完了し，1995 年に量産化に成功した媒体構造（磁性７層方式）の断面を図 2.9 に
示す．詳細は省略するが，量産化に成功した７層媒体は構造が複雑であるだけではなく，
記録メカニズムも極めて複雑であり，それが故に当時は製品化は不可能とまで言われて
いた方式である．多くの構成要素からなる複雑な構造と動作メカニズムが品質確保を困
難にさせるという考え方は，信頼性工学における確率論をベースとする信頼度の考え方
から来ているが，品質工学では構成要素を増やすことによって，各構成要素が持つ個別
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の機能のマージンを拡大し，それによって品質（ロバスト性）が改善する効果を利用す
る［31,32］．よって，必然的に最適化の対象となる制御因子の数が増加する方向となり，
技術開発活動の効率化が重要な課題となる． 
 
２．３．１ 機能性評価の計画立案 
 図 2.9 の 7 層方式によって品質と性能を確保するまでの技術開発過程において構造
の異なる複数の LIMDOW-MO 媒体を開発対象システムとして選択・考案し，各システ
ムに対してロバストパラメータ設計と機能性評価を実施した．（図2.2の開発プロセス）
その中で４層方式をシステム選択の対象とした事例を取り上げる．図 2.10 に 4 層方式
の LIMDOW-MO の媒体構造を示す．7 層方式の媒体から第 2 メモリ層とスイッチ層，
初期化層を除いた構造である． 
 
図 2.10  4 層方式の LIMDOW-MO 媒体構造 
 
 本事例での機能性評価における入出力関係の定義を図 2.11 に示す．計測特性𝑦（出力
と呼ぶ）を媒体上に形成された磁化（磁気マークと呼ぶ）の長さ，入力𝑀（信号因子と
呼ぶ）をレーザー発光時間とした．MO を含めた光ディスクは全て，レンズにより絞り
込まれたレーザー光を記録層に照射し，記録層の温度を記録材料固有の臨界温度以上に
上昇させることで媒体上にマークを形成する．MO ディスクでは局所的な温度上昇によ
る磁性層（記録層）の磁化反転を利用してマークを形成する．DVD や BD(Blu-ray Disc)
では形状変化あるいは相変化を利用してマークを形成する．利用する物理現象は異なる
が，すべての光ディスクの機能は共通であり，それは記録層にマークを形成する転写の
機能によって定義できる．光ディスクの記録動作では，ユーザーの情報がレーザー発光
時間の長さに変換され，媒体上にマーク長さの違いとして転写される．VOC を直接的
に代用する計測特性𝑦によって定義された入出力関係なので，これは目的機能である．
図 2.11 の入出力関係𝑦 = 𝛽𝑀が誤差因子の存在下でも乱れないことが理想である．
LIMDOW-MO も含めて光ディスクや磁気ディスクへのマーク形成は，数十から数百
nmの領域における n秒オーダーの過渡的な現象なのでリアルタイムでのセンシングは
不可能である．LIMDOW-MO 開発において計測可能な現象説明因子は mm 単位の領
域の静的な熱磁気特性である．しかも積層状態での熱磁気特性の計測は 3 層までが限界
である．よって，前節で示したような基本機能による機能性評価は実施できない． 
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図 2.11 光ディスクの目的機能 
 
次に機能性評価の計画を説明する．信号因子と誤差因子を各々表 2.1 と表 2.2 に示す．
ここで信号因子の第 1 水準𝑀1（最短マーク長さ）は当時の最高記録密度になるように
設定した．誤差因子は環境・劣化関連と製造ばらつきの大きく 2 つの要因系から複数選
択した．環境変動の誤差因子としては記録磁界変動と記録レーザーパワー変動の 2 つを
選択し，劣化関連の誤差因子として高パワー連続記録を選択した．これら 3 つの誤差因
子と信号因子を合わせてＬ9 直交表にわりつけて，市場品質を評価するパートとした．
製造ばらつき関連の誤差因子として，メモリ層組成，記録層組成，全層膜厚を取り上げ
て直交表 L4 にわりつけて，量産品質を評価するパートとした．ここで，組成は原材料
のばらつきなので，直接的には製造関連の誤差因子だが，組成の変化は磁気的な物性の
変化を引き起こすという意味では環境温度の誤差因子の代用という役割も持つ．なぜな
らば，環境温度が変化することは，組成の変化と同じような磁気特性の変化を引き起こ
すからである．図 2.11 のイメージ図を見てわかるように，目的機能の計測器の温度を
一定にしたまま，ディスクの温度のみを変えることは困難なので，組成は環境温度の代
用誤差因子として好都合である． 
 
表 2.1 信号因子の水準 
 信号因子 M 
M1 M2 M3 
レーザー発光時間(nsec) 70 130 190 
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表 2.2 誤差因子とその水準 
誤差因子 水準 
第１水準 第２水準 第３水準 
 
環境・劣化関連 
N 連続記録 あり あり なし 
O 記録磁界(Oe) 200 300 400 
P レーザーパワー -10% 中心 +10% 
 
製造ばらつき関連 
Q メモリ層組成(at%) -1.5 ― +1.5 
R 記録層組成(at%) -1.5 ― +1.5 
S 全層膜厚 -10% ― +10% 
 
直交表Ｌ9と直交表 L4を直積配置にした機能性評価の計画を表 2.3 に示す．信号因子
は直交表 L9の第 1 列に割り付けた．ここで，9×4=36 の条件毎に，マーク長さの平均
値?̅?と標準偏差𝜎の両方を計測した．36 個の条件毎に計測した平均値?̅?を用いても品質
の評価にはならないからである．なぜならば，光ディスクや磁気ディスク等の記録媒体
では誤差因子の影響によって，マーク形状の乱れが増加することが，本質的な品質悪化
であり，それはマーク長さの標準偏差𝜎の変化として現れるからである．平均値?̅?は誤差
因子の影響を受けにくい．また仮に影響を受けても多くの場合，制御で狙いの値に補正
することが可能である．しかし，ばらつき𝜎はロバスト性の向上以外の低減方法はない．
本事例では 36 条件毎に計測した標準偏差𝜎から新たな誤差因子 T を以下のように定義
し，表 2.3 の機能性評価の結果から得られる 9×4×2=72 個の計測特性𝑦  𝑘からゼロ点
比例の SN 比を計算した［1］．SN 比の計算方法の詳細は Appendix-1 に示した． 
 
 𝑇1 = ?̅?  − 𝜎, 𝑇2 = ?̅?  + 𝜎      (2.2) 
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表 2.3 機能性評価の計画 
    S  
L4     R 
    Q 
     1 2 3 4 
No. M N O P T1 T2 T1 T2 T1 T2 T1 T2 
1  
 
 
 
2 
3 
4  
L9 
 
5 
6 
7   
8 
9 
 
 
２．３．２ 目標達成度評価パートの結果 
図 2.10 の４層方式の LIMDOW-MO の各層から材料組成，膜厚，成膜プロセス条件
等の制御因子を選択し，直交表 L18 に割り付けてロバストパラメータ設計を実施した．
ロバストパラメータ設計の外側に大規模な機能性評価を計画するケースは少ないが，本
事例では制御因子を割り付けた直交表 L18 の 18 行と，確認実験 2 回を合わせた 20 回
の機能性評価を表 2.3 の計画で実施した． 
 
得られた要因効果図を図 2.12 に示す．ここで，下の要因効果図は記録に必要なレー
ザーパワーの傾向を示している．2 つの要因効果図を比較すると，記録レーザーパワー
については技術的にも納得できるシンプルな傾向だが，SN 比については制御因子 D が
連続量にも関わらず V 型傾向を示しており，交互作用の影響があると判断できる．D 以
外の制御因子については技術的な解釈が可能な傾向を示している．SN 比をできるだけ
高く維持しながら，記録レーザーパワーをチューニングする方法は，A から F までの制
御因子の水準を SN 比優先で設定し，制御因子 G で記録レーザーパワーをチューニン
グすることである．ここで注意すべきは制御因子 H である．制御因子 H は記録レーザ
ーパワーをチューニングする有力な制御因子だが，同時に SN 比が山型に変化すること
がわかる．この SN 比と記録レーザーパワーのトレードオフが将来の設計自由度を狭く
制限させてしまう要因となると予測し，4 層方式での製品化は困難と判断した．以下に
この判断に至る過程を述べる． 
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図 2.12 ４層方式 LIMDOW-MO の要因効果図 
 
直交表実験の手順に従って，図 2.12 の要因効果図から確認実験のための条件を以下
のように決定した． 
  最適条件：A2B2C3D2E2F3G1H2 
    比較条件：A1B2C1D2E2F2G2H2 
記録レーザーパワーをできるだけ低く設定することが設計指針であるが，ここでは SN
比への交互作用の影響度を判断することを目的として最適条件と比較条件を設定した．
確認実験結果を表 2.4 に示す．制御因子 D の V 型傾向からも予想されたように，利得
のずれが 40％程度あり，交互作用の影響を受けていることがわかる． 
 
交互作用の原因としては，表 2.3 の 36 条件の中に，マーク記録ができない（機能し
ない）ケースが複数存在していたことが上げられる．それらの条件については， 𝑦  1 =
𝑦  2 = 0としてそのまま SN 比を計算したが，それによって SN 比が過剰に低い行が複
数発生し，交互作用が大きくなったと考えられる．つまり，ロバスト性の低い側での加
法性が不十分な評価方法であることが問題なのだが，ロバストパラメータ設計では制御
因子の水準幅を広くとるので，このような結果になることは珍しくはない． 
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表 2.4 確認実験の結果 
 推定値 確認値 
比較条件 -41.67 -44.67 
最適条件 -31.61 -29.90 
利得 10.06 14.21 
 
最適条件での SN 比をベンチマークと比較した結果を図 2.13 に示す．図 2.13 は，わ
かりやすくするために縦軸を表 2.3の 9×4=36 条件で得られた標準偏差σとしてプロッ
トしている．よって値が小さければ小さいほどロバスト性が高い．図 2.13 の結果から
36 個の全ての条件において，標準偏差σがベンチマーク以下の値であり，この結果から
SN比の最適条件では市場品質が確保できていると判断した．次に判断すべきことはSN
比と記録レーザーパワーの両立範囲，すなわち設計の自由度が確保できるかどうかであ
る.設計可能範囲を十分に広く確保できなければ将来の設計段階で製品化を断念しなけ
ればならいリスクが高まる．レーザーパワーの設計可能範囲を決めているのは前述した
ように制御因子 H のトレードオフである．（図 2.12 参照）このトレードオフが将来の
設計自由度を狭めてしまうリスク要因である．このリスクに対して，この制御因子 H の
トレードオフは 4 層方式の持つ本質的な弱点であり，解決のためには媒体の構造を変更
する必要があると判断するに至った．この判断プロセスが図 2.2 のメカニズム分析パー
トの活動である． 
 
 
図 2.13 最適条件でのベンチマークとの比較 
 
２．３．３ メカニズム分析パートの結果 
本事例におけるメカニズム分析パートの活動（図 2.2）の目的は図 2.6 の制御因子 H
のトレード関係の背後にあるメカニズムを解明することである．制御因子 H は記録層
𝐷𝑦𝛼(𝐹𝑒𝐶𝑜)1−𝛼 (ディスプロシウム，鉄，コバルト)の組成αである．この水準を変えるこ
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とで，複数の現象説明因子の値が変化し，結果的に図 2.12 の要因効果図が得られたの
である．現象説明因子と SN 比及び記録レーザーパワーの因果関係を明らかにすること
によって，前述した設計可能範囲を拡大するための方針を明らかにする．現象説明因子
として記録層に関する複数の磁気特性を取り上げて分析を実施した．その結果から得ら
れた因果関係のイメージを図 2.14 に示す．各現象説明因子は以下である． 
   1：記録層のキュリー温度 
     2：記録層の初期化磁界（反転磁界） 
   3：記録層の磁化 Ms（反磁界） 
   4：記録層の磁気的エネルギー MsHc 
図 2.12 の要因効果図での制御因子 H と記録レーザーパワーの関係はシンプルである．
キュリー温度 1を下げれば記録温度が低下し，記録レーザーパワーを低く設定できる．
（図 2.14 の上の一番左）キュリー温度 1を下げるには組成αを増やせばよい．（図 2.14
の下の一番左）よって， 
【1】組成αを増やす ⇒ キュリー温度 1が下がる ⇒ 記録レーザーパワーが低くなる  
という因果関係となる． 
 
 図 2.12 の制御因子 H の SN 比の山型傾向は複数の現象が関与したバランス問題なの
でシンプルではない．最初に H3 から H2 にかけての SN 比の改善傾向を説明する．こ
れは組成αを少なくすることで，反磁界 3が低減し，さらに磁気的エネルギー 4が上昇
するという２つの効果によって，記録に伴うマーク長さのばらつきが低減し，SN 比が
改善するという現象で説明できる．（図 2.14 の上の右側２つ）よって，因果関係は， 
【2】組成αを減らす ⇒ 反磁界 3が低減する．同時に磁気的エネルギー 4が上昇する 
⇒ SN 比が改善する 
となる． 
 
 その一方で記録層の組成αを少なくすることは反転磁界 2の上昇を伴うので，記録層
の磁化を上向きにそろえるために必要な初期化磁界が高くなってしまう．それによって，
磁界マージンが不足傾向になってしまい，マーク長さの乱れが大きくなる．その影響が
支配的になったことが H2 から H1 の水準にかけての SN 比の低下傾向として現れてい
る．（図 2.12 の制御因子 H）よって因果関係は， 
【3】組成αを減らす ⇒ 初期化に必要な磁界 2が上昇する（磁界マージンが狭くなる） 
⇒SN 比が悪化する 
となる．これをポジティブな改善効果の表現に変換すると， 
【3】組成αを増やす ⇒ 必要な磁界 2が低下する(磁界マージンが広くなる) 
⇒SN 比が改善する 
という因果関係になる．(図 2.14 の左から２番目) 以上が改善メカニズムだが，これを
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制御因子領域でみると単純なトレードオフ関係になっているため，バランス問題として
妥協点を見出す方針となってしまう．（図 2.14 の下の４つのグラフの矢印）同じトレー
ドオフを現象説明因子で記述することにより，根本対策の方向性を見出すことが可能に
なる． 
  
 トレードオフを根本解決する方向性について述べる．3 つの因果関係【1】【2】【3】
から導かれる改善の方向性は，記録層の磁気的エネルギー 4を極限まで高く設定するこ
とで SN 比を高く維持し，同時に記録層を極限まで薄くすることで記録レーザーパワー
を低くすることである．しかしこの方針では，初期化磁界 2の上昇は避けられない．こ
こに 4 層方式の限界がある．この問題の解決のためにスイッチ層と初期化層を導入する
6 層方式を選択し，さらに 6 層方式を改良した図 2.9 の 7 層方式を考案した．3 つの因
果関係に基づく方向性から 7 層方式の制御因子を選択し，ロバストパラメータ設計を実
施したところ，トータルの膜厚を４層方式の半分程度まで低減できることがわかった．
7 層方式の採用によって，4 層方式のトレードオフ関係が解消され，記録レーザーパワ
ーと SN 比の両立範囲を大幅に拡大することが可能となった．ところで，本事例では交
互作用の影響が 40%程度あったが，制御因子 H の要因効果図の傾向は信頼できるもの
であった．それによって，メカニズム分析活動の対象を絞り込むことができたが，交互
作用の影響のために要因効果図の傾向が信頼できなくなり，メカニズム分析の対象を明
確化できないロバストパラメータ設計の事例も多いのが現実である．また，分析対象を
明確化できたとしても図 2.14 のような因果関係の把握は長期間の試行錯誤が必要とな
る．CS-T 法によって，これらの問題が解決できることを 3 章以降で説明する． 
 
 
   図 2.14 制御因子 H に関するメカニズム分析結果 
制御因子と現象説明因子の因果関係
   
1X 2X 3X 4X
1X
記録レーザーパワー（望小）
2X
初期化磁界（望小）
3X
ＳＮ比
4X
ＳＮ比
低 高 低 高 低 高 低 高
少 多 少 多 少 多 少 多
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２．４ まとめ 
 
 交互作用の影響を受けにくく，効率的にシステムを最適化する技法として基本機能を
利用したロバストパラメータ設計が推奨されているが，現実には基本機能を計測するこ
とが困難な技術分野が多い．基本機能を利用できない状況では，一部の制御因子だけを
取り上げて，目的特性と現象説明因子の因果関係を把握する従来からの技術開発方法か，
あるいは目的特性を利用したロバストパラメータ設計を活用した技術開発のどちらか
が現実的に取りえるアプローチとなる．しかしながら，従来からの一般的な技術開発方
法は目的特性の変化幅が狭いので改善が進まないという問題があり，また同時に現象説
明因子の値の変化幅も狭くなるので両者の因果関係の把握精度が低下してしまうとい
う問題もある． 
 
一方，目的特性を利用したロバストパラメータ設計は多くの制御因子を同時に直交表
に割り付けるので少ない実験回数で目的特性の値の変化幅を拡大し，改善を加速するこ
とが可能であるが，前述したようにアナリシスパートを解析対象としないので，改善メ
カニズムの解明は従来からの試行錯誤的なアプローチが必要になってしまう．さらに，
目的特性を利用したロバストパラメータ設計は交互作用の影響を受けやすいので，要因
効果図の傾向が信頼できなくなる危険性があり，その場合アナリシスパートの分析活動
の対象を絞るための技術情報が得られなくなってしまう．ロバストパラメータ設計の改
善効率を維持しながら，目的特性と現象説明因子の因果関係を把握する精度と効率性を
両立し，新たに考案あるいは選択するシステムや制御因子が目的特性の改善に結び付く
確実性を高めることが課題である．この課題を解決する技法として CS-T（Causality 
Search T-Method）法を確立した．目的特性と現象説明因子の因果関係を把握すること
は基本機能の候補を検出する活動でもある．よって，CS-T 法は基本機能の計測特性を
定義する活動の効率化にも有効である．CS-T 法及びその応用技法の詳細を 3 章以降で
説明する． 
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第３章 CS-T 法の提案  
 
 第２章では，目的特性を利用したロバストパラメータ設計の課題を述べた．本章では
目的特性を利用したロバストパラメータ設計の課題を解決する技法，CS-T(Causality 
Search T-Method)法を提案し，その有効性を事例によって検証する． 
 
３． １ CS-T 法の目的と実験計画［1］ 
 
 CS-T 法の目的及び実験計画のイメージを図 3.1 と図 3.2 に示す．CS-T 法は図 2.3 に
示した３つのパート全てを網羅した技法であり，その目的は図 2.3 のマネジメントパー
トにある目的特性とアナリシスパートにある現象説明因子との因果関係を把握するこ
とである［2-6］．目的特性と現象説明因子の因果関係の把握を目的としているので直交
表パートを解析対象としない．よって，直交表の全ての行の実験を実施する必要はない．
T 法パートの解析から目的特性の改善効果を説明する現象説明因子が十分な精度で検
出できたと判断できた時点で直交表の実験を打ち切ることができる．このことは，実験
期間の短縮に大きく貢献できる．以下の〈1〉が CS-T 法における直交表の役割であり，
〈2〉が T 法の役割である． 
 
〈1〉少ないサンプル数で現象説明因子と目的特性の値の変化幅を広げるためのサンプ
ル作成条件表として直交表を利用する． 
 
〈2〉目的特性と因果関係を持つ現象説明因子を検出し，性能・品質の改善メカニズム
の把握に結びつける．目的特性の改善メカニズムを説明できる可能性のある現象説明因
子をできるだけ多く取り上げ，T 法パートの項目として直交表の行毎に計測（あるいは
計算）する．たくさん取り上げることで目的特性と因果関係のある現象説明因子の検出
確率を高める．ここに少ないサンプル数でも解析精度の低下が少ない T 法の特長を利
用する． 
 
 ところで，図3.2のT法パートの代わりに重回帰分析を利用する方法も考えられるが，
重回帰分析は以下の 3 つの理由により CS-T 法には適用できない［1］． 
1) サンプル数が異なると推定式に取り込む現象説明因子が異なってくる．よって現象
説明率と寄与率（後述）の実施行依存の評価ができない． 
2) 2 つの現象説明因子間に強い相関があると，どちらかの現象説明因子が検出されな
い．開発活動では目的特性と相関のある現象説明因子の全てを検出したいが，それ
ができない． 
3) 十分な解析精度を得るためには，現象説明因子の個数の 3 倍程度以上のサンプル（実
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験数）が必要となる．開発活動ではできるだけ少ない実験回数で，できるだけ多く
の現象説明因子を解析したいが，それができない． 
 
 
 
図 3.1 CS-T 法の目的 
 
 
図 3.2 CS-T 法の実験計画 
 
 
３．２ 用紙折り機構開発への活用  
 
 用紙を搬送しながら用紙を折りたたむ折り機構の小型化開発に CS-T 法を活用した．
その内容を以下に説明する．なお本事例での CS-T 法の実験は全てシミュレーションを
利用して実施した．近年のコンピュータの計算能力の飛躍的進歩によって，実物に近い
3D モデルベースのシミュレーション実験が可能となり，実用上十分な精度で目的特性
の計算が可能となってきた．それでも多くの制御因子を取り上げるロバストパラメータ
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設計では実験規模が大きくなるため，計算時間の短縮が課題であった．CS-T 法によっ
て，実験効率化の課題を解決することも可能となる［7,8］． 
 
３．２．１ 実験計画と解析方法 
 計測特性𝑦は図 3.3 に示したように，用紙端部から折れた位置までの距離とした．実
験計画を図 3.4 に示す．誤差因子は N（カール），O（摩擦係数），P（クラーク剛度）の
３つを取り上げて直交表 L4 に割り付けた．直交表 L4 から得られる４つのデータ
𝑦 1 𝑦 2 𝑦 3 𝑦 4から分散𝑉𝑦を計算し，これを目的特性とした．ここで添え字の𝑖は制御因
子を割り付けた直交表 L36の行 No.である．制御因子はローラの形状，表面材質等を 12
個抽出し直交表 L36に割り付けた．T 法パートの現象説明因子には，機構内数箇所にお
ける荷重，及びその時間依存，用紙搬送速度及びそのばらつき，ローラたわみ等を 40
個取り上げた．ここで，各現象説明因子は誤差因子の水準に対応して４個のデータがあ
るので，それらのデータから算出した標準偏差も現象説明因子に加えた． 
 
図 3.3 小型折り機構の開発における計測特性 
 
 
図 3.4 小型折り機構の開発における CS-T 法の実験計画 
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CS-T 法の解析方法について説明する．品質工学には複数の多変量解析手法がある．
その中の一つが T 法であり，さらに T 法にも複数の手法がある．CS-T 法の T 法パート
はその中の Ta 法を利用する［9］．Ta 法は推定精度の向上のために T 法を改良した技
法である．最初に考案された T 法では単位空間を技術者の判断によって任意に設定す
る．単位空間が異なれば，それに基づいて定義される推定式も異なるので，CS-T 法の
現象説明率の値も単位空間の設定条件の違いに依存して変化する．このことは CS-T 法
の特長の一つである，現象説明因子の実施行数依存の傾向が一意に決まらないことを意
味する．一方，Ta 法は全てのデータを使用した平均値を単位空間とするので推定式が
一意に決まる．従って，現象説明率の実施行依存も技術者の判断とは関係なく一意に決
まる．これが CS-T 法において Ta 法を利用する理由である．CS-T 法で Ta 法を利用す
る目的は推定精度の向上ではなく，現象説明率の実施行依存の傾向の再現性を確保し，
実験打ち切り判断にばらつきを生じさせないためである．CS-T 法の解析方法の詳細は
Appendix-2 に示した．ここでは Ta 法の解析から得られた目的特性である分散の推定
値?̂?𝑦の全変動𝑆𝑇を比例項変動𝑆𝛽と誤差変動𝑆𝑒に分解し，相関係数の２乗， 
 
𝑅2 = 𝑆𝛽 𝑆𝑇⁄              (3.1) 
 
を計算する方法を示す．例えば，直交表 L36の実施が５行であれば，５行分の分散の結
果から Ta 法の推定式を求めて，５つの分散の推定値?̂?𝑦を算出し，真値を分散𝑉𝑦として，
以下のように(3.1)式を計算する． 
𝑟 = ∑ 𝑉𝑦 
2
5
 =1
         (3.2) 
𝐿 = ∑ ?̂?𝑦 𝑉𝑦 
5
𝐼=1
            (3.3) 
𝑆𝑇 = ∑ ?̂?𝑦 
2
5
𝐼=1
              (3.4) 
𝑆𝛽 = 𝐿
2 𝑟⁄           (3.5) 
𝑆𝑒 = 𝑆𝑇 − 𝑆𝛽                 (3.6) 
 
(3.1)式は取り上げた現象説明因子と目的特性との因果関係の強さを示していることか
ら，この相関係数の２乗𝑅2を現象説明率と呼ぶことにする．現象説明率によって現象説
明因子を検出したことを判断する．また，現象説明率は以降に述べる直交表実験の打ち
切り判断の指標としても利用する． 
 
 現象説明因子に対する項目選択には直交表 L48を利用し，48 個の総合推定 SN 比， 
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𝜂 = 10𝑙𝑜𝑔10(𝑆𝛽 𝑆𝑒⁄ )  (db)               (3.7) 
 
を計算する． (3.1)式の現象説明率は値そのものが意味を持つが，加法性がないので直
交表を利用した項目選択には適さない．一方，(3.7)式の総合推定 SN 比は値そのものに
意味がない相対値だが，加法性に優れているので，直交表を利用した項目選択に有効で
ある［10］．(3.1)式の現象説明率と(3.7)式の総合推定 SN 比を分けるのも CS-T 法の特
長である．本事例の場合であれば 48 個の総合推定 SN 比から各現象説明因子の水準平
均値を算出し，その水準差ΔSN 比を算出する．あるいは，48 個の総合推定 SN 比を使
って分散分析を実施し，各現象説明因子の寄与率𝜌𝑋を算出する．この寄与率𝜌𝑋あるいは
ΔSN 比も直交表実験の打ち切り判断の指標として利用する［11］．図 3.5 に CS-T 法の
解析手順を示す．小型折り機構の開発では結果的に直交表 L36 の実験を 13 行の実施で
打ち切った． 
  
 
図 3.5 CS-T 法の解析手順 
 
３．２．２ 実験結果  
 本事例を使って CS-T 法の解析方法の詳細を説明する．直交表 L36の実験をランダム
な順番で実施し，３行分が完了した後から Ta 法解析を実施し，現象説明率を算出する．
また直交表 L48を使った項目選択を実施し，各現象説明因子の寄与率も算出する．図 3.6
に直交表 L36の実施行を３行から１３行まで増やしたときの現象説明率，図 3.7 に寄与
率の推移をそれぞれ示す．図 3.7 は，結果的に寄与率が大きかった２つの現象説明因子
 14と 28の傾向のみを取り上げている．現象説明率の実施行依存，寄与率の実施行依存
直交表L48の解析

直交表L36
制御因子を
割り付け
・・
・
A B C ・・・
　1X 　2X 　3X 　40X
・・
・・
・
　1X 　2X 　3X 　40X
・・
4021
4021
 

j
j XXXX
4021
4021
 

j
j XXXX
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
•
• •
( )%2R
( )%2R
( )%
( )%
n=3
•
•
•
?̂?
?̂?
y
y
   
   
n=13
  
43 
 
ともに大きく前半と後半の２つのエリアが存在する．本事例の場合，7 行実施までが前
半であり，8 行目以降が後半である．以下にその詳細を説明する．図 3.6 で最初の３行
実施時からすでに高い説明率となっているが，これはサンプル数が少ないことに起因し
た偶然の相関によるものである．一方，図 3.7 を見ると（７行実施時までは，寄与率の
大きい特定の現象説明因子は抽出されていないが）８行実施時から 14と 28の二つの現
象説明因子の寄与率が際立って大きくなり，さらに実施行を増加させたとき，ほぼ等し
い寄与率が再現している．また，図 3.6 では実施行数の増加とともにわずかに低下傾向
を示していた説明率が８行実施以降で上昇し，その後は高い現象説明率が再現している．
図 3.6 の高い現象説明率の再現性と，図 3.7 の寄与率の再現性から，折れ位置までの距
離の分散を改善する現象説明因子は 14と 28の２つであると判断できる．なお図 3.6 と
図 3.7 の傾向は実施行の順番を入れ替えても再現する． 
 
 
図 3.6  現象説明率𝑅2の実施行数依存 
 
図 3.7   14と 28の寄与率𝜌𝑋の実施行数依存 
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13 行を実施した後の折れ位置まで距離の分散の真値（シミュレーションによる実際
の計算値）と，Ta 法解析で得られた推定値の散布図を図 3.8，直交表 L48を使った項目
選択の要因効果図を図 3.9 に各々示す．図 3.8 の現象説明率は 94.6％であり十分な推定
精度である．また，図 3.9 のΔSN 比の結果から 14と 28の２つの現象説明因子の寄与
が十分に大きいことがわかる．打ち切り判断は，例えば 60％以上の説明率を維持しな
がら，特定の現象説明因子の寄与率が有意に５行以上継続したら， 14と 28は目的特性
と因果関係があると判断する，というような目安を設ける．また，割り付けた制御因子
全ての水準が必ず２水準以上出現するように下限を設定する．例えば直交表 L36の場合
であれば，12 行+１行は実施するようにする． 
 
図 3.8 分散の真値𝑉𝑦と T 法による推定値?̂?𝑦の散布図 
 
 
図 3.9 直交表 L48による項目選択の要因効果図 
 
次に，目的特性に寄与する現象説明因子が存在しない場合には説明率が実施行に依存
して低下することを示す．図 3.9 の項目選択結果からΔSN 比がマイナスとなっている
現象説明因子のみを選択し，図 3.6 と同様にして現象説明率の実施行依存性を示した結
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果が図 3.10 である．図 3.10 から，目的特性と因果関係を持つ現象説明因子が含まれな
い場合は現象説明率が低下していくことが確認できる．これは，実施行数が少ないとき
は偶然の相関によって，説明率が高くなるが，実施行数を増やすことによって，偶然の
相関を持つ現象説明因子が減っていくからである．このように実施行数を増加させたと
きの現象説明率の傾向の違い（図 3.6 と図 3.10 を比較）からも 14と 28の２つの現象
説明因子が目的特性と因果関係を持つことを確認できる． 
 
 
 
図 3.10 現象説明率の実施行依存（図 3.9 にてΔSN 比がマイナスの項目のみを用いた） 
 
以下に CS-T 法の実験打ち切り判断の方法についてまとめる．CS-T 法は直交表の一
部実施により，実験の効率化を目指しているため，サンプル数が少ないケースを想定し
なければいけない．少ないサンプル数では現象説明因子と目的特性（本事例では折れ位
置までの距離の分散）が偶然に相関を持つ可能性が高まり，それによって説明率が高く
なる．しかし，取り上げた現象説明因子の中に目的特性と因果関係をもつものがなけれ
ば，偶然の相関を持つ現象説明因子数が減少するため，説明率が低下傾向を示す．逆に
取り上げた現象説明因子の中に目的特性と因果関係を持つ現象説明因子が含まれてい
れば，直交表 L36の実施行を増やすことで，一旦低下した説明率が再び上昇するか，あ
るいは説明率は直交表 L36の実施行に大きく依存せずに高い値を維持する．同時に特定
の現象説明因子の寄与率あるいはΔSN 比が大きくなる．このように現象説明率と寄与
率あるいはΔSN比の直交表実施行数依存性から直交表実験の打ち切りを判断すること
が CS-T 法の特長である． 
 
３．２．３ 試作評価結果 
現象説明因子 14は，機構内のある位置での用紙搬送の移動速度の平均値であり， 28
はその標準偏差である．（誤差因子をわりつけた直交表 L4の４つのデータから算出）こ
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のことから，機構内部のある位置での用紙搬送の搬送距離と時間の関係が折れ位置ばら
つきを低減できるキーファクターであり，それが本システムの基本機能候補であること
を明らかにできた．また，この２つ以外の現象説明因子が目的特性と強い因果関係を持
たないこともわかった．用紙位置と時間の関係は従来から言われてきた用紙搬送の基本
機能であるが，CS-T 法によって機構内のどの位置の基本機能のロバスト性を向上させ
るべきかを特定することが可能となった．これによってロバスト性の目標を達成できる
システム構造を的確に考案することが可能となった．これはシステム全体から網羅的に
現象説明因子を取り上げる CS-T 法の特長によって実現したものである．従来のロバス
トパラメータ設計では基本機能は考案するものであり実験的に抽出するものではなか
った．よって，基本機能を計測する位置を事前に適切に決定しなければならないが，そ
れは十分な技術蓄積がないと難しい．そこに基本機能のロバストパラメータ設計の矛盾
がある．また，目的機能のロバストパラメータ設計は，取り上げた制御因子の改善効果
の情報が得られるのみであり，そこから新規な制御因子を的確に考案することは難しい． 
 
本開発では，前述した 13 回のシミュレーション結果からシステム構造と制御因子を
考案し，それを反映したプロトタイプを１回だけ試作し，十分な品質が確保されている
ことを確認して開発を完了した．（従来機に比べて分散𝑉𝑦が約 1/2 に低減：SN 比で 6db
相当の改善）開発活動の期間は直交表の全行を実施するロバストパラメータ設計の約
1/3 である．本技術開発によって実現した製品(2016 年 10 月市場投入)の仕様を従来機
の仕様と比較して表 3.1 に示す．また，製品の概観を図 3.11 に示す．従来製品に比べ
て体積が約 11％まで小型化され，重量も約 16％まで軽量化されている．その一方で，
従来製品の約 21％の低価格を実現している．さらに，図 3.12 に折り高さを従来製品と
比較した結果を示す．従来製品以上にしっかりと折り目をつけることが可能となり，結
果として折った用紙を重ねたときの高さが約 1/2 に低くなっている．これは，折れる位
置の安定性向上が結果として折り機能の確実性の向上にもつながっていることを示し
ている［12-14］.   
 
表 3.1 仕様の比較 
仕様 従来機 開発機 
体積(cm3) 336,238 35,431 
重量(kg) 95 15 
価格(US$) 6,100 1,300 
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図 3.11 外観イメージの比較（左：従来機 右：開発機） 
 
 
図 3.12 折高さの比較（左：従来機 右：開発機） 
 
３．３ まとめ  
 
 本章では，システム選択段階における新たな開発技法（CS-T 法）を提案した．CS-T
法はロバストパラメータ設計に T 法パートを挿入し，T 法の項目として水準設定でき
ない現象解明のための因子（現象説明因子）を取り上げる．直交表に割付けた制御因子
の水準値に従って作成したサンプルを T 法解析用のサンプルとして，T 法解析を逐次
的に実施する．それによって，解析精度を確保できる必要最小限のサンプル数を判断し
ながら，目的特性と因果関係を持つ現象説明因子を効率的に抽出することが可能となっ
た．また，T 法の応用技法である Ta を利用することで直交表実験の実施行依存を評価
することが可能となり，直交表実験の途中打ち切りを可能とした． 
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４章 CS-T 法とグラフィカルモデリングの融合   
 
 ３章では目的特性のロバストパラメータ設計の課題を解決する技術開発技法として，
CS-T 法を提案し，その効果を事例で検証した．本章では CS-T 法の改良技法である CS-
TG(CS-T with Graphical Modeling)法を提案し，その効果を事例によって検証する．
CS-TG 法は CS-T 法と Graphical Modeling（以下 GM と呼ぶ）を融合した技法である
［1］．以下に CS-TG 法の目的を述べる。 
 
 CS-T 法の目的は，目的特性と現象説明因子との因果関係を把握することである．３
章の事例のように，結果的に検出された現象説明因子の数が少ない場合は，目的特性と
個々の現象説明因子の間の因果関係を把握することだけで新たなシステムと制御因子
を考案することが可能であったが，CS-T 法の解析から検出された現象説明因子の数が
多くなった場合には，個々の現象説明因子と目的特性の間の因果関係だけではなく，検
出された個々の現象説明因子間の因果関係を把握することの有効性が高まる［2-4］．例
えば，材料開発において図 3.2 の直交表パートの制御因子として材料種類を取り上げ，
T 法パートの現象説明因子としての材料物性に加えて材料の組成を取り上げた場合で
ある．材料種類は単なる名称であり，そこに技術的な意味はない．本来の制御因子は材
料種類を特徴づける組成や分子量等にすべきであるが，組成や分子量を制御因子として
水準設定できないことが多い．そのようなケースでは，材料組成を図 3.2 の T 法パート
に追加することが有効である．このように技術的な意味を持たない制御因子を直交表に
割り付ける実験は材料開発以外の分野でも頻繁に実施されている．機械系の分野におい
ても寸法の制御因子を直交表に割り付けることが一般的に行われているが，単純な長さ
や幅のような制御因子には技術的な意味がないことが多い．そのような場合でも技術的
な意味のある制御因子を新たに定義し，それを T 法パートに追加し，その有効性を解析
することが可能である．このように，技術的な意味のある制御因子を
TCFs(Technological Control Factors) と呼び，𝑎 𝑏 𝑐  表記することにする．CS-TG 法
の目的は， 
  TCFs (𝑎 𝑏 𝑐  ) ⇒ EEFs (現象説明因子 1  2  3  ) ⇒ 目的特性 
の因果構造を明らかにすることである．ここで，TCFs に対して，センシングデータや
物性値等の現象説明因子を EEFs (Effective Explanation Factors)と呼ぶことにする． 
 
４． １ CS-TG 法の解析方法 ［5］ 
 
 CS-TG 法の解析方法を図 4.1 に示す．CS-TG 法は CS-T 法の解析と GM の解析の２
つの解析パートからなる．直交表実験を３行以上実施した後にCS-T法の解析を実施し，
検出された現象説明因子と目的特性の値を利用して，さらに偏相関係数行列を計算する．
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ここで，CS-T 法パートの解析方法は 3 章と同様である．（詳細は Appendix.2 参照）CS-
TG 法では，CS-T 法パートの現象説明率𝑅2と寄与率𝜌𝑋(あるいは∆  比)の実施行依存性
に偏相関係数の実施行依存を加え，この３つの指標の値の傾向から，実験の打ち切りの
判断をする．例えば，説明率𝑅2，寄与率𝜌𝑋および偏相関係数の３つの指標の値が５回連
続してほぼ等しくなった場合に十分な精度であると判断し，実験を打ち切る．打ち切っ
た時点で得られた偏相関係数行列の結果から無向グラフを描き，図 2.3 の因果関係の向
き（TCFs⇒EEFs⇒目的特性）に従って有向グラフを定義する．この有向グラフが TCFs
を含めた改善メカニズムであり，また同時に目的特性を改善する効果を持つ TCFs が検
出されたことを意味する．次節では事例を使って具体的な解析方法を述べる． 
図 4.1 CS-TG 法の解析方法 
 
 
４． ２ 電子写真エンジン 現像モジュール開発への活用   
 
電子写真分野においてはトナーの固着による画像品質の悪化を防ぐことが主要な開
発課題となっている．特に現像ローラ上にトナー層を形成する現像モジュールで発生す
るトナー固着を抑制することが大きな課題となっていた．この課題を解決するために
CS-TG 法を活用した． 
 
４．２．１ CS-TG 法の実験計画 
画像エンジンとしての目的特性は画像濃度の安定性であるが，画像エンジンを構成す
るサブシステムの一つである現像モジュールを開発対象とする本ケースでは用紙への
印刷が困難なため，画像濃度を計測することができない．そこで本開発では計測特性𝑦
y
yV y
h
Ta法
考案・定義した制御因子
TCFs
現象説明因子
EEFs
目的特性
検出されたTCFsとEEFs
及び目的特性
CS-Tパート GMパート
有向グラフのイメージ
5X
15X
yha
a,  b ,          1, 2    𝜂𝑦
𝑎
b
 
 1
 2
 
𝜂𝑦
偏相関係数行列
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を図 4.2 に示すトナー固着の寸法とした．トナー固着寸法は現像モジュール単体で計測
可能である．さらに誤差因子を連続運転として，連続運転後に固着したトナーの寸法𝑦
の望小特性の SN 比を目的特性とした．望小特性の SN 比を(4.1)式に示す． 
 
𝜂𝑦 = 10𝑙𝑜𝑔10(1 𝑦⁄ )
2    (db)      (4.1)    
 
図 3.2 の CS-T 法の直交表パートには直交表 L18を採用し，現像モジュールを構成す
る部材の寸法，表面材質に関する８つの制御因子を割り付けた． 
 
実物を利用したモジュールやデバイスの開発においては，センサー等によるリアルタ
イムのセンシングデータが現象説明因子として有効である場合が多い．本開発では様々
な現象説明因子をセンシングするための可視化装置を準備した．取り上げたセンシング
による現象説明因子は表 4.1 に示したように，複数位置でのトナーの速度ベクトル，温
度及びローラを駆動するモーターのトルクの合計９個である．さらに，直交表 L18に割
り付けた複数の制御因子の水準組み合わせから結果的に定義できる４つの TCFs
（𝑎 𝑏 𝑐 𝑑）を新たに定義し，それらを図 3.2 の T 法パートの現象説明因子に追加した．
TCFs は例えば，直交表 L18に割り付ける制御因子として取り上げた２つの部材が成す
角度等である．なお，TCFs は技術者の発想に基づくものなので，その解析を現象説明
因子の解析と同時に実施する必要はない．直交表実験の完了後あるいは途中打ち切り後
に現象説明因子と目的特性との因果関係を把握し，その結果を参考にして TCFs を発想
し，それらを T 法パートに追加してトータルな因果構造を解析することも可能である． 
 
 
図 4.2 現像モジュール開発での計測特性 
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表 4.1 現像モジュール開発で取り上げた現象説明因子 EEFs と技術的制御因子 TCFs 
Candidate Effective Explanation Factors (EEFs) 
Particle Velocity Temperature Torque 
X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 
Technological Control Factors 
a b C d 
 
ところで，(4.1)式のような悪さを計測特性とする望小特性は加法性がないため，制御
因子間の交互作用の影響を受けやすいという問題があるが，CS-T 法，CS-TG 法では直
交表パートを解析対象としないので，(4.1)式のような加法性のない目的特性を用いても
T 法パートの解析は直接的な影響を受けないというメリットがある．また，固着のよう
な悪さを計測特性とする目的特性は悪さが顕在化した領域のみが評価可能であるため，
固着が発生しない領域でのマージンの評価ができないという問題もある．（図 1.4 の当
たり前品質のマージン）この問題に解決の方向性を与えることも CS-T 法あるいは CS-
TG 法を活用する目的である．それについては７章で述べる． 
 
４．２．２ CS-TG 法の解析結果   
 図 4.1 の CS-TG 法における CS-T パートの解析結果を図 4.3 に示す．なお，本事例
ではロバストパラメータ設計の解析結果と CS-TG 法の解析結果を比較するために直交
表 L18の全ての行の実験を実施した．図 4.3(a)が現象説明率𝑅2の実施行依存，図 4.3(b)
が寄与率𝜌𝑋の実施行依存の結果である．ここで，寄与率𝜌𝑋の実施行依存は結果的に検出
された３つの現象説明因子のみを取り上げている．現象説明率𝑅2の傾向を見ると，5 行
実施までは低下傾向を示しているが，これは実施行の増加とともに目的特性との偶然の
相関を持つ現象説明因子が減るからである．その後は 6 行の実施から現象説明率𝑅2の
値が上昇し，その後は 18 行まで約 80%と高い値を維持している．一方，寄与率𝜌𝑋は 5
行目の実施で現象説明因子" 1"と TCF”𝑏”が検出されている．この２つの因子の検出が，
図 4.3(a)の 6 行目の実施において現象説明率𝑅2の値が上昇した要因である．その後 7 行
の実施で現象説明因子 2が検出さ:れ，18 行まで 3 つの因子” 1  2 𝑏"の検出が続く． 
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(a)                                      (b)  
     図 4.3  現像モジュール開発における CS-T パートの実施行依存の結果 
   (a)現象説明率の実施行依存   (b)寄与率の実施行依存  
 
 図 4.4(a)には全 18 行を実施した後の項目選択結果，図 4.4(b)には現象説明率の散布
図を示す．図 4.4(a)より２つの現象説明因子” 1  2”及び１つの TCF”𝑏”が検出されてい
ることがわかる．また図 4.4(b)より，目的特性の実測値𝑦を使った SN 比 𝜂𝑦（真値）と
目的特性の推定値?̂?𝑦の散布図からの現象説明率は高い値(𝑅
2=81.4%)が得られているが，
分布が 2 つに分かれている．これは各サンプルの目的特性の値の違いは，直交表に割り
付けた制御因子の水準組み合わせの違いによるものであり，偶発的な要因によるばらつ
きではないことによる結果である．偶発的な要因によるばらつきは正規分布をはじめと
する統計近似可能な分布になることが普通であるが，設計条件の違いによる(4.1)式の値
の違いが統計的近似可能な分布になるとは限らない．直交表に割り付けた複数の制御因
子の水準組み合わせによって目的特性が極端の高い値をとることもある．そのようなケ
ースでの目的特性と現象説明因子，TCFs との因果構造を把握することは，新たな制御
因子やシステムを発想するための重要な情報となる．よって，CS-T 法，CS-TG 法では
図 4.4(b)のように分離したデータや外れ値のデータも積極的に解析の対象とする． 
 
 
(a)                                      (b) 
   図 4.4  現像モジュール開発における CS-T パートの 18 行実施後の解析結果 
(a) 項目選択結果   (b) 実測値𝜂𝑦と推定値?̂?𝑦の散布図 
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次に図 4.1 の GM パートの解析結果を説明する．CS-T パートで検出した１つの
TCF”𝑏”，２つの現象説明因子” 1  2”，目的特性𝜂𝑦の４つ因子間の因果構造を明らかに
するために GM の解析を実施する．表 4.2 にこれら４つの因子を対象に，18 個の値を
用いて得られた偏相関係数行列を示す［1］．表 4.2 において偏相関係数が 0.4 以上のも
のが因果関係を持つと判断すると，無向グラフは， 
 𝑏 −  1 −  2 − 𝜂𝑦 
となる．因果関係の向きは，TCF⇒現象説明因子⇒目的特性なので有向グラフは， 
 𝑏 →  1 →  2 → 𝜂𝑦 
となる． 
 
表 4.2 検出された 3 つの因子と目的特性による偏相関係数行列 
  1  2 𝑏 𝜂𝑦 
 1  0.409 -0.662 0.167 
 2 0.409  -0.048 0.445 
𝑏 -0.662 -0.048  -0.160 
𝜂𝑦 0.167 0.445 -0.160  
 
この因果構造は，TCF”𝑏”の水準が変化することにより，現象説明因子の 1 つである
" 1" (ある位置でのトナーの流速の最大値)が変化し，さらに” 2”(" 1"と同位置でのトナ
ーの流速の平均値)が変化することによって，最終的に目的特性𝜂𝑦の値が変化すること
を示している．この因果構造から目的特性𝜂𝑦が改善するメカニズムを想定し，TCF”𝑏”
をベースに新たな現像モジュールの構造を考案することが可能となる．考案した現像モ
ジュールの構造と従来の現像モジュールの構造の比較を図 4.5 に示す．図 4.5(b)の新構
造は直交表L18に割り付けた制御因子による設計空間の外側にある新たに考案されたも
のである．この新構造にすることによって，高価な部材を使うことなしにトナー固着を
ゼロにすることができた． 
 
 
(a)                              (b) 
  図 4.5 現像モジュールの構造比較 (a) 従来  (b) CS-TG により開発した構造  
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 次に CS-TG 法における実験打ち切りの判断方法について述べる．CS-TG 法では，
CS-T パートの現象説明率𝑅2，寄与率𝜌𝑋に偏相関係数の実施行依存性を加えた３つの指
標の実施行依存から実験の打ち切りを判断する． 
1. 現象説明率𝑅2 
2. 寄与率𝜌𝑋 またはΔSN 比 
3. 偏相関係数 
 
図 4.6 に結果的に因果関係があると判断された３つの組み合わせの偏相関係数の実
施行依存を示す． 1 − 𝑏の偏相関係数の値は 7 行実施から 18 行実施までほぼ一定の値
を維持しているが， 1 −  2の値は 7 行実施から 12 行実施まで増加傾向を示し， 2 − 𝜂𝑦
の値は 7 行実施から 12 行実施まで低下傾向を示している．そして,  12 行実施から最
後の 18 行実施まで 3 つの値とも 0.4 程度以上の値を維持している．よって，以下の 3
つの指標ともに，5 行以上有意な値が得られた時点で十分な精度が得られたと判断する
場合，現象説明率𝑅2，寄与率𝜌𝑋の実施行依存からは 11 行での打ち切り可能と判断でき
るが（図 4.3），偏相関係数の値を判断に加えると 17 行の実施で打ち切り可能と判断さ
れる．この結果は，偏相関係数を精度よく算出するためには，求める因子数（4 個）に
対して約 4 倍（17 個）のサンプルが必要ということを示している． 
 
 
図 4.6 偏相関係数の実施行依存性 
 
ところで，CS-TG 法による効果は，新たな構造を見出し，品質を改善することだけ
ではない．前記した因果構造からトナーの流れが基本機能であることを見出すことがで
きたことも大きな効果である．トナー固着の代用特性としてトナーの流れを計測特性と
する基本機能を利用することによって，固着が発生しない領域での改善が可能になる．
つまり，図 1.2 の当たり前品質のマージンを評価することが可能となる．さらには，ト
ナー固着では CAE のモデル化ができないが，トナー流速を計測特性にすることによっ
て，それが可能になるというメリットもある．CS-T，CS-TG による基本機能の定義に
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ついては７章の全体システムの最適化の中で再度述べる［6］．また，従来のロバストパ
ラメータ設計と GM 解析の結果を Appendix3,4 に示した． 
 
４．３ まとめ 
 
本章では CS-T 法を拡張した技法である CS-TG 法を提案し，その有効性を電子写真
エンジンの現像モジュール開発への活用によって検証した．CS-TG 法は CS-T 法によ
って検出された現象説明因子が多数の場合，あるいはセンシングデータや物性値等の現
象説明因子に加えて制御因子的性質を持つ TCFs が T 法パートに追加された場合に有
効である．  
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５章 AI 自動最適化ツールと CS-T 法の連携   
 
第５章では，AI による自動最適化ツールと CS-T 法を連携した AI-Tandem CS-T 法
を提案し，その有効性を MFP 筐体のねじ設計の事例で示した．筐体の強度を確保する
開発のように制御因子の総数が数百にも及ぶシステムでは直交表をベースとしたパラ
メータ設計やロバストパラメータ設計の適用は極めて非効率となる．そのようなケース
では AI ツールによる自動最適化が有効だが，AI ツールはアナリシスパートだけではな
く，シンセシスパートもブラックボックス化するために最適条件以外の技術情報が得ら
れない．技術情報を得ることができなければ AI ツールによる最適解を超えるための制
御因子やシステム構造を考案することが難しくなる．本章ではトポロジー最適化後に
CS-T 法を実施する新たなプロセスを提案し，それを実施することによって，改善メカ
ニズムを把握することが可能となり，トポロジー最適化から得られた最適設計解を超え
る新たな制御因子を技術者が考案できることを示した． 
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６章  クラスター分析と CS-T 法の連携   
 
 技術開発段階で性能と品質を十分に確保できれば，製品設計活動の負荷を低減するこ
とができる．しかしながら，ロバスト性の改善だけでは十分な品質を確保することが困
難であり，製品設計段階の制御設計によって品質を確保する製品も多い．光ディスクや
インクジェットでは環境温度に応じてレーザーの記録パワーやヘッドの吐出力を制御
する．温度のように誤差因子が１つで連続量であれば制御の設計は難しくない．ところ
が，非連続で多水準の誤差因子に対する制御設計は簡単ではない．複写機プリンターの
用紙搬送における用紙種類がその代表例である．例えば印刷市場向けのプリンターでは
数百種類にも及ぶ用紙に対して用紙搬送を安定化させなければならない．そのためには
用紙毎に最適な制御条件を個別に設定する必要があるが，搬送実験を実施して最適制御
条件を求める方法では膨大な時間と費用がかかるため，全ての用紙の制御条件を設定す
ることはできないという問題があった．用紙種類のような非連続で多水準の誤差因子に
対する制御設計を効率化することが課題である．この課題を解決するために，本章では
クラスター分析と CS-T 法を融合した技法 CS-TC (CS-T with Cluster Analysis)法を提
案する．CS-TC 法によって制御条件の最適値を推定できること示す．搬送実験を実施
せずに最適な制御条件を推定できれば製品設計の工数を大幅に削減できる．また，CS-
TC 法によって蓄積した技術情報が次世代以降の製品に向けた技術開発にも有効となる． 
  
５． １ CS-TC 法の狙いと実施手順［1］ 
 
印刷市場向けの大型プリンターではお客様が様々な用紙を使用するため，それら全て
に対応すること，すなわち互換性の確保が望まれている．しかしながら，前述したよう
に全ての用紙を網羅した制御設計ができないという問題があった．用紙種類の網羅性と
制御設計の効率性を両立することが課題である．用紙種類の網羅性を確保した上で安定
化設計を実現できれば，その製品は市場において十分な互換性を確保することができる．
ここで，互換性とは設計段階でユーザーが使用すると想定していた用紙以外の用紙でも
性能を確保できる程度のことである．この課題は，用紙種類の違いに対する搬送機能の
安定化設計のように，互換性を確保したい媒体の種類が誤差因子となる分野に共通のも
のと言える．用紙種類のように非連続かつ多水準の誤差因子を互換性誤差因子と呼ぶこ
とにする．互換性誤差因子は環境誤差因子の一種だが，その水準に方向性がない．  
 
CS-TC 法による制御設計の方法を機能性評価及び従来の制御設計と比較して図 6.1
に示す．図 6.1(a)の制御因子 A，B，C，・・・の水準を変えることで，誤差因子 N，O，
P，・・・に対する目的機能の入出関係の乱れを小さく改善するのがパラメータ設計であ
る．一方，制御設計では，図 6.1(a)の誤差因子 N，O，P，・・・の水準変化に応じて入
力𝑀を調整し，目標とする出力𝑦を得る［2］．制御設計では制御因子 A，B，C，・・・の
水準は決定済みであることが前提である．CS-TC 法では図 6.1(b)のように，目的特性𝑦
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の目標値を得るための入力𝑀の値を CS-T 法によって推定する．これによって選択され
た一部の誤差因子の水準に対してのみ図 6.1(a)の目的機能の計測を実施するだけで最
適な制御値𝑀を推定することを可能にする． 
 
(a)                                    (b) 
図 6.1 機能性評価及び従来の制御設計(a)と CS-TC 法による制御設計(b)の比較 
 
CS-TC 法の実施ステップは 4 つからなる．以下に各ステップについて説明する． 
 
ステップ１ クラスター分析による互換性誤差因子の水準数の決定 
ステップ 2 以降の CS-T 法による因果関係の解析の実施を可能にするために，最初に
多数の互換性誤差因子が持つ現象説明因子  の網羅性を維持しながら，その水準数を絞
りこむ必要がある．そのためにクラスター分析を活用する［3］．ここで，クラスター分
析のための現象説明因子  を複数とりあげる．このステップによって異なる現象説明因
子  の特徴を持つ 10 から 20 個程度のクラスターを定義する．このクラスター数がサ
ンプル数となる．なお，クラスター間の距離の決め方には最も一般的に使われるウオー
ド法を採用した．ウオード法は，データ全体がバランスよく分類される性質を持ってい
る． 
 
ステップ２ CS-T 法による推定式の定義 
 図 6.2 に CS-TC 法における CS-T 法の実験計画を示す．技術開発段階で活用する CS-
T 法での代表的な目的特性は，目的機能の安定性の指標である SN 比やばらつき量であ
り，図 3.2 に示したようにシンセシスパートにはそれらの値を変化させるために制御因
子を割り付けた．一方，制御設計のための CS-TC 法の場合の目的特性は，誤差因子が
存在しない単一の入出力関係であり，制御因子の水準は固定である．また，制御設計に
おいて，目的特性の値を変化させる要因は誤差因子である．よって，CS-TC 法では CS-
T 法のシンセシスパートに誤差因子を割り付ける．ここで，CS-T 法との目的の違いに
応じて CS-TC 法における各パートの名称を変える．CS-TC 法における CS-T 法のシン
セシスパートを水準変更パートと呼ぶことにする．制御因子あるいは誤差因子のどちら
の場合でも水準変更パートの因子の水準を変えることで目的特性パートの値が変化す
る．また，この２つのパート間に働くメカニズムを把握するために T 法パートを導入す
ることは CS-TC 法でも共通である．CS-TC 法では T 法パートを説明因子パートと呼
ぶことにする．誤差因子の水準が変化することによる目的特性の変化を説明する因子を
解析対象にするという意味である．このように，CS-TC 法の 3 つのパートの因子の意
味は CS-T 法とは異なるが，その解析方法は CS-T 法と同じである．（Appendix 2 参照）
CS-TC 法にけるステップ 2 の目的は(6.1)式のような目的特性の推定式を得ることであ
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る． 
 
?̂? = 𝑏0 + 𝑏1 1 + 𝑏2 2 +       (6.1) 
 
ここで𝑏0は定数，𝑏 は係数であり，Ta法の解析から得る．(6.1)式はAppendix 2の(A2.15)
式)のことである． 
 
図 6.2  CS-TC 法における CS-T 法の実験計画 
 
 
ステップ３ 目的特性の推定値の算出 
ステップ 2 の CS-T 法の解析から得られた推定式を使って，全ての互換性誤差因子の
水準について目的特性の推定値を算出する．これを制御設計のデータベースとして利用
する．また，算出した推定値の一部をステップ 4 の推定精度の確認に利用する． 
 
ステップ４ 推定精度の確認 
推定式の精度を評価するために，ステップ 2 で取り上げていない互換性誤差因子の水準
（品種やロットの違い）を複数取り上げて，各水準で図 6.1(a)の測定を実施し，目的特
性の実測値とステップ３の推定値を比較する．ここで，ステップ 1 で定義した各クラス
ターの中からステップ 2 で取り上げた互換性誤差因子の水準以外の水準を選択する． 
 
６．２ 精密用紙搬送制御設計への活用 
 
 図 6.3 に提案方法の適用対象とした用紙搬送モジュールの概略図を示す［4］．本モジ
ュールの目的は用紙の位置を精密に制御し（数十 μm），乱れのない高品質な画像を形
成することである．図 6.3 の各ローラにはモーターで駆動するローラと従動ローラがあ
り，駆動ローラの電流値から換算したトルク値(Nm)を制御のための計測値とする．本
モジュールの目的機能を図 6.4 に示す．搬送用のモーターの回転速度(%)を入力𝑀，出
力𝑦を用紙がある場合とない場合のトルク差とする．この関係𝑦 = 𝛽𝑀 + 𝛼が誤差因子で
ある用紙種類(N)と用紙吸湿有無(O)が存在しても乱れないことが理想であり，その状態
水準変更パート
誤差因子の水準を変更
N O P ・・・
T法パート
【現象説明因子を計測】
X1 X2 X3 ・・・
目的特性パート
計測特性
目的機能の値
y
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を目指すのがパラメータ設計である［5］．ここでの𝛽は入出力の回帰式係数，𝛼は切片で
ある．本事例はパラメータ設計によるモジュールの最適化は完了したことを前提とする．
パラメータ設計によって図 6.4 の入出力関係の安定性を改善させることが可能である
が，十分ではない．さらにトルク差がゼロに近づくように入力𝑀を制御することで，高
品質な画像を得ることを目的とする．ここでモーターの回転速度は基準設定値に対する
比率で設定する．なお，パラメータ設計の目的はシステムを最適化することなので，加
法性を確保するために目的機能ではなく，基本機能の考え方に基づく機能性評価を用い
ることが好ましい．基本機能の機能性を改善することが，結果として目的機能の改善に
結び付くことは２章で述べた。 
 
図 6.3 精密用紙搬送モジュールのイメージ 
 
図 6.4 精密用紙搬送モジュールの目的機能 
 
６．２．１ クラスター分析の結果（ステップ１） 
 用紙物性を現象説明因子  として，既に計測済みでデータベースにストックされてい
た 26 個の用紙物性を選択し，130 種類の用紙を対象にクラスター分析を実施した．こ
の結果から網羅性を維持しながら用紙種類を削減することを目指して 11 種類の用紙を
抽出した．クラスター分析の対象としたデータベースのイメージを表 6.1 に示す．  
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表 6.1 クラスター分析のデータ 
 
６．２．２ CS-T 法の解析結果と推定式（ステップ 2） 
 図 6.2 に示した CS-T 法の水準変更パートに，ステップ 1 で抽出した 11 種類の用紙
（誤差因子 N）と用紙の吸湿有無(誤差因子 O)を 2 元配置で割り付け，22 種類の条件
を設定した．因果関係把握の精度を確保するために現象説明因子  を 31 個に増やし，
説明因子パートに割り付けた．用紙物性は透気度，紙面 pH，密度等である．目的特性
は図 6.4 で示した目的機能の特徴を代表する指標である係数𝛽とする．CS-T 法の実験
計画を表 6.2 に示す．次に説明因子パートの T 法解析から得られた結果を示す．図 6.5
の散布図より，計測された𝛽と現象説明因子 Xi による T 法の推定式， 
 
?̂? = 𝑏0 + 𝑏1 1 + 𝑏2 2 + + 𝑏𝑘 𝑘 𝑘 = 31 (6.2)   
 
から得られる推定値?̂?の相関係数の 2 乗𝑅2(現象説明率)は 0.84 と十分に高いことがわ
かる．現象説明率の値が高いことは十分な精度で因果関係を把握できていることを示し
ている．目的特性𝛽と因果関係を持つ現象説明因子  を抽出するための項目選択を実施
した結果を図 6.6 に示す．なお，本ステップの CS-T 法の解析から得られた図 6.6 の項
目選択の結果は制御のための推定式(6.2)を導くことだけではなく，用紙搬送モジュール
のロバスト性を改善する設計指針を得ることにも有効である． 
 
表 6.2  用紙制御のための CS-T 法の実験計画 
X 1 … X 26
Paper-1
Paper-2
： ：
Paper-130
Paper Properties
Sample Cluster No.
Assign the cluster number
to each paper
N O X 1 X 2 … X 31 β
N1 O1 β 1.1
O2 β 1.2
N2 O1 β 2.1
O2 β 2.2
N11 O1 β 11.1
O2 β 11.2
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図 6.5  𝛽と?̂?の散布図    
 
               Paper Properties  
     図 6.6  項目選択結果  
 
６．２．３ 目的特性の推定値の算出結果（ステップ 3） 
本事例では図 6.6の項目選択の解析結果から検出された現象説明因子  のみを使った
T 法の推定式を利用して，各用紙の最適制御値（モータ回転速度）を推定した．具体的
にはステップ 2 で抽出された４つの現象説明因子（用紙物性） 1,   11,   12,   27の値か
ら以下の推定式を使って各用紙の図 6.4 の目的機能の式の推定値?̂?を求める［6］．推定
値?̂?についてもステップ 2 を実施し，T 法の推定式を求める． 
 
?̂? = 0.0002 1 + 0.0172 11 − 0.0004 12 + 0.0006 27 − 0.02795   (6.3)                         
 
?̂? = 5.1 × 10−8 10
 
 − 0.0012 14 − 0.00099 27 − 0.0077      (6.4)    
 
図 6.4 で示したように本モジュールの制御の最適条件は，目的機能の式を𝑦=0 とするこ
となので，以下の式から設定する速度の推定値を算出する． 
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?̂? = − ?̂? ?̂?⁄      (6.5) 
 
２つの Ta 法の推定式(6.3)(6.4)式から(6.1)式相当の制御の推定値を算出したのが(6.5)
式である．全ての用紙の推定値を求めた結果の一例を表 6.3 に示す．次に説明するステ
ップ 4 の確認実験において，必要十分な推定精度が確保されていることが確認された場
合，表 6.3 の結果を設計段階や市場でのモーター速度の設定に利用することができる． 
 
表 6.3 モーター速度の推定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．２．４ 推定精度の確認結果（ステップ４） 
ステップ１で定義した 11 個のクラスターの中の 5 個のクラスターから，ステップ１
で選択した用紙以外の用紙を選択し，図 6.4 の目的機能の評価を実施し，トルク差がゼ
ロとなるモーター回転速度𝑀を求めた．ステップ 3 で算出した推定値?̂?との比較結果を
図 6.7 に示す．図 6.7 より実験値と推定値との差が約 0.1%以内に収まっていることが
わかる．この程度の差であれば，用紙毎の推定値?̂?を十分な画像品質を確保できる設定
値として採用することができる．さらに，必要に応じて初期設定値?̂?からモーター回転
速度𝑀を微調整することで，さらに精密に調整することもできる．従来のようにモータ
ー回転速度の水準を大きく変えることなく，わずかな範囲で最適設定値への調整が可能
となったことで，効率的に現状以上のレベルまで画像品質を改善することも期待できる． 
Paper ?̂? ?̂? ?̂? 
001 -0.0236 -0.0101 -0.43 
002 -0.0313 -0.0067 -0.21 
： ： ： ： 
130 -0.0276 -0.0058 -0.21 
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図 6.7  𝑀と?̂?の散布図 
 
６．３ まとめ 
 
 非連続かつ多水準の互換性誤差因子に対して，十分な安定性を確保しながら効率的に
制御設計を実施する方法として，クラスター分析と CS-T 法を融合する技法 CS-TC 法
を考案し，その有効性を用紙搬送の制御設計への実施例で示した．CS-TC 法は，用紙搬
送モジュール以外のモジュール及び製品あるいは生産工程での非連続かつ多水準の互
換性誤差因子に対する制御設計に対しても汎用的に活用することが可能である．本実施
例では，手動の実験で最適制御条件を推定したが，将来の開発課題は用紙の物性をリア
ルタイムで計測するセンサーを製品に実装することである．それによって，自動制御を
実現することができる．リアルタイム計測によって，手動実験の実施が必要なくなるだ
けではなく，用紙物性のロットばらつきが存在しても正確な制御が可能となる． 
 
ところで，これまでの複数の CS-TC 法の適用事例からモジュールの設計が異なると
寄与する説明因子（用紙物性）が異なることがわかっている．よって，モジュール毎に
CS-TC 法を実施することが必要であるが，前述したように，それによって蓄積された
技術情報は，次世代装置の技術開発活動に有効活用できる．なぜならば，設計の違い(構
造の違い)と寄与する説明因子（本質的な誤差因子）の関係を網羅的に把握することに
なるからである．それによって，図 6.4 の目的機能のロバスト性を改善する方向性が明
確になることが期待される． 
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７章 複数のサブシステムからなる複合システムを全体最適化するマネジメント技法：
Quality Engineering-based Management (QEM)の提案  
 
 第７章では，複数のサブシステムからなる複合システムを技術開発段階において全体
最適化するためのマネジメント方法として QEM 法を提案し，QEM 法を構成する各ス
テップに対する個別の事例によって，その有効性を示唆した．QEM 法は大きく目標設
定ステージと目標達成ステージからなる．QEM 法によって，トータルシステムの技術
開発プロジェクトを全体俯瞰しながら，技術開発の各ステップで最も適した技法を選択
するための指針を得ることができる． 
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８章 結論と今後の課題 
 
本研究では，製造業が差別化された製品を十分な品質で継続的に市場投入するために，
品質工学をベースとした新たな技法を提案し，その効果を実務への適用によって検証し
た．以下に本研究について各章ごとにまとめ，得られた成果の総括と今後の展望を述べ，
結論とする． 
 
第１章は序論であり，日本の製造業がグローバル競争で生き残るためには，従来から
の作って直す製品化プロセスから，技術開発段階でロバスト性を確保する製品化プロセ
スへの変革が必要であり，それを実現する技法としての品質工学への期待を明らかにし
た．次に技術開発から製造に至る製品化プロセスの各ステップで有効な技法と手法を網
羅した上で，本研究の位置づけと目的を明確化した． 
 
第２章では，技術開発段階で実施するロバストパラメータ設計の目的を明確化し，ロ
バストパラメータ設計を活用した技術開発プロセスを提案した．次に技術開発プロセス
の全体像を定義し，そこに目的機能のロバストパラメータ設計と基本機能のロバストパ
ラメータ設計を位置づけることで両者の違いを考察した．その考察からロバストパラメ
ータ設計を活用した技術開発プロセスの課題は，目的特性と現象説明因子の因果関係の
把握を効率化することであることを示した．さらに，この課題設定が妥当性をもつこと
を事例によって検証した． 
 
第３章では，第２章で明らかにしたロバストパラメータ設計を活用した技術開発プロ
セスの課題を解決する技法として，CS-T 法を提案し，その有効性を用紙折り機構開発
への活用事例によって示した．CS-T 法は技術開発活動の 3 要素である，マネジメント
パート，シンセシスパート，アナリシスパートの全てを含む技法であり，その第一の目
的は，マネジメントパートにある目的特性とアナリシスパートにある現象説明因子との
因果関係を解析し，改善メカニズムを効率的に把握した後に新たなシステムや制御因子
を考案することである．これによって性能と品質の目標を達成できる新たなシステムの
構造や制御因子を技術者が考案する確実性が高まることを示した．また，CS-T 法はシ
ンセシスパート（直交表パート）を解析対象としないので，直交表実験の途中打ち切り
が可能である．それによって，ロバストパラメータ設計よりも効率的な実験を実施する
ことができる．それが CS-T 法を活用する第 2 の目的であることも示した． 
 
第４章では，CS-T 法にグラフィカルモデリングを融合した CS-TG 法を提案し，そ
の有効性を電子写真エンジンの現像モジュール開発の事例で示した．CS-TG 法の特長
は，直交表に割り付けた制御因子ではなく，新たに技術者が考案した新規制御因子をア
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ナリシスパートに追加し，新規制御因子と現象説明因子を合わせて CS-T 法解析を実施
することによって，目的特性の改善に有効な新規制御因子も検出できるようにしたこと
である．さらに，CS-T 法で検出した新規制御因子，現象説明因子と目的特性を対象に
グラフィカルモデリングの解析を適用することによって，アナリシスパート（新規制御
因子と現象説明因子）内の因果構造も明らかにすることができる．このトータルな因果
構造を把握することによって，性能と品質の目標を達成できるシステムや制御因子を技
術者が発想する確実性が高まることを示した． 
 
第５章では，AI による自動最適化ツールと CS-T 法を連携した AI-Tandem CS-T 法
を提案し，その有効性を MFP 筐体のねじ設計の事例で示した．筐体の強度を確保する
開発のように制御因子の総数が数百にも及ぶシステムでは直交表をベースとしたパラ
メータ設計やロバストパラメータ設計の適用は極めて非効率となる．そのようなケース
では AI ツールによる自動最適化が有効だが，AI ツールはアナリシスパートだけではな
く，シンセシスパートもブラックボックス化するために最適条件以外の技術情報が得ら
れない．本事例ではトポロジー最適化と CS-T 法を連携し，改善メカニズムを把握する
ことで，トポロジー最適化が出した最適設計解を超える設計解を技術者が考案できるこ
とを示した． 
 
第６章では，クラスター分析と CS-T 法を融合した CS-TC 法を提案し，その有効性
を精密用紙搬送の制御設計への活用事例で示した．技術開発段階でロバスト性を確保す
ることが理想であるが，それに加えて製品設計段階での制御によって品質を確保する製
品も多い．温度等の連続量の誤差因子に対する制御設計は容易であるが，用紙種類のよ
うな非連続かつ多水準（数百種類）の誤差因子に対する制御設計の効率化が課題であっ
た．本事例ではクラスター分析で用紙種類を絞り込んだ後に，シンセシスパートに誤差
因子（用紙種類）を割り付け，アナリシスパートに説明因子として用紙種類を割り当て
た CS-T 法の実施によって，用紙物性から最適制御条件を高精度に推定できることを示
した．これによって，制御設計の工数が大幅に低減し，市場での用紙対応力も大幅に向
上することを示した． 
 
第７章では，複数のサブシステムからなる複合システムを技術開発段階において全体
最適化するためのマネジメント方法として QEM 法を提案し，QEM を構成する各ステ
ップに対する個別の事例によって，その有効性を示唆した．QEM は大きく目標設定ス
テージと目標他性ステージからなる．QEM 法によって，トータルシステムの開発プロ
ジェクトを全体俯瞰しながら，開発の各ステップで最も適した技法を選択するための指
針を得ることができる． 
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図 8.1 に本研究の位置づけを改めて示す．従来は技術開発段階で新たなシステムや制
御因子を考案する活動を直接的に支援する技法が存在していなかった．本研究はその空
白を埋めることで，創造性と効率性を両立する開発プロセスを実現することを目指した．
品質工学の代表的な技法であるロバストパラメータ設計の課題を克服するCS-T法とそ
の応用技法を考案し，複数の事例による実証研究からその有効性を示すことができた．
これまでの CS-T 法の活用はリコー社内に限定されていたが，最近は他社での実施例も
聞かれるようになってきた．今後は国内，さらには海外の様々な企業の技術開発活動に
CS-T 法が活用され，ユーザーの期待を大きく超える製品を生み出す原動力となること
を期待する．また，様々な技術分野での活用によって，新たな課題が見つかり，それを
解決する過程でさらなる技法の進化が進むことも期待する． 
 
今後の課題をあげると以下となる． 
１） CS-T 法をはじめとする技術者の創造性を引き出す技法を有効活用できる組織
設計と人事制度設計． 
２） QEM と QFD の融合による魅力品質を実現するマネジメント技法の確立 
３） TRIZ，Pugh、公理設計等の技法と CS-T 法の融合によるブレークスルーの効
率化 
 
これら今後の課題について説明する．現在の日本企業の技術開発プロセスを決定づけ
る大きな要因が目標管理制度である．目標管理制度は個人単位で半年間のインプットと
アウトプットを評価する制度である．この制度は原理的に短期かつ部分最適が有利な制
度となっているため，CS-T 法や機能性評価，ロバストパラメータ設計のような全体最
適化を通じてシステムの限界を明確化する活動との相性が悪い．2 章で示したように従
来にない新規な技術を完成させるためには，多くの場合半年以上の期間にわたって，シ
ステムの考案を繰り返す必要がある．これは現在の目標管理制度上では，システム考案
の失敗と扱われる危険性がある．一部の目的特性だけを取り上げて，それを半年単位で
改善した方が高い人事評価を得ることができる可能性が高い．しかしながらこのような
部分最適化は，新たなシステムを考案する動機付けを奪うことになるので，性能と品質
をトータルに改善できる可能性が低くなる． 
 
また，全体最適化を実現するためのチームプレーが個人単位の人事評価と矛盾すると
いう問題もある．組織横断的な活動が可能な組織設計が必要である．さらに，最先端の
技術開発では過去の経験を活かせないどころか邪魔になることもある．よって，マネジ
ャーの役割を従来の指示命令から，技術者が効率的かつ効果的に創造活動を実施するこ
とができる環境を作ることに変えることが必要である．まとめると，人事制度が組織や
技術開発プロセスを設計するのではなく，あるべき技術開発プロセスを実現するための
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人事制度と組織を再設計しなければならない．技術開発段階のあるべき組織と人事制度
を構築するフレームワークの１つとして QEM と QFD の融合が大きな可能性を秘めて
いると考える． 
 
 上記したように，技術者の創造性を引き出すマネジメント環境を構築した上で，技術
者が自律的に創造性を発揮するために TRIZ，Pugh，公理設計等の技法と CS-T 法を融
合することが有効と考える．これには 2 つのアプローチが考えられる．1 つ目は形のな
いところから TRIZ によってシステムの構造を考案し，それを初期システム案と位置付
けた後に Pugh と公理設計によってシステムを選択し，選択したシステムに対して CS-
T 法実施する．CS-T 法から抽出したキーとなる現象説明因子をヒントにして性能と品
質の目標を達成できるシステム構造を考案する．このような技術開発プロセスを構築す
ることでブレークスルーの確実性がさらに高まることが期待できる．2 つ目のアプロー
チは，CS-T 法によって見出された現象説明因子のトレードオフを矛盾解決の対象とし
て定義し，それに対して TRIZ を活用し解決案を考案するアプローチである．第 2 章の
LIMDOW-MO の技術開発事例で示したように，制御因子と目的特性の因果関係からの
トレードオフを把握しても，その情報から新たなシステム構造とその設計指針を考案す
ることは難しい．具体的には，組成という制御因子が品質と性能という 2 つの目的特性
に対してトレードオフになっているという事実を言っているだけで，そこに技術的な意
味はないからである．一方，現象説明因子と目的特性の因果関係からのトレードオフは
技術的なメカニズムを表現しているので，新たなシステム構造と設計指針の考案を加速
することが可能である． 
 
以上述べたように今後はマネジメントの方法論と技法の進化の両方を視野に入れた
研究が重要と考える． 
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図 8.1 製品化プロセスと有効な手法・技法 
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Appendix 1 標準偏差を含む動特性の SN 比の計算方法 
 
 表 2.3 の直交表 L9 と L4 の直積配置の各組み合わせ条件(9×4=36)での平均値の計測
値を?̅?  ，標準偏差の計測値を𝜎  とする．そのイメージを図 A1.1 に示す．ここで𝑦  𝑘の
3 つの添え字は，L9(𝑖 = 1   9)，L4(𝑗 = 1   4)，𝑇𝑘(𝑘 = 1 2)である。また直交表 L9の
9 条件の中の信号因子 M の水準を𝑙と表記し，𝑀 (𝑙 = 1 2 3)とする． 
 
図 A1.1 ばらつき±σを誤差因子 T によって変化した出力値とする方法 
 
 最初に各誤差因子の寄与を分解しないトータルな SN 比の計算方法を以下に示す．各
誤差因子の寄与を分解しない場合は，信号因子の水準毎に繰り返し 3×4×2=24 回（L9
内の信号因子 M の繰り返し数×L4の水準数×標準偏差の±σの水準数）の計測を実施
したとみなすことができる．その場合の動特性の SN 比の計算方法を以下に示す．ここ
で各信号因子水準でのトータルの繰り返しの水準を改めてℎ = 1   24と表記した． 
有効序数 
 
𝑟 = ∑ 𝑀 
23
𝐼=1 = 𝑀1
2 +𝑀2
2 +𝑀3
2   (A1.1) 
 
線形式 
 
𝐿 =  𝐼=1
3  ℎ=1
24 𝑀 𝑦 ℎ = 𝑀1𝑦11 +𝑀1𝑦12 + +𝑀3𝑦3 24       (A1.2) 
 
全変動 
 
𝑆𝑇 =  𝐼−1
3  ℎ=1
24 𝑦 ℎ
2 = 𝑦11
2 + 𝑦12
2 + + 𝑦3.24
2      (A1.3) 
 
比例項の変動 
 
𝑆𝛽 = 𝐿
2 24𝑟⁄     (A1.4) 
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トータルの誤差変動 
 
𝑆𝑒1 = 𝑆𝑇 − 𝑆𝛽        (A1.5) 
 
SN 比は(A1.6)式となる． 
 
η = 10log(𝑆𝛽 𝑆𝑒⁄ )      (A1.6) 
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Appendix 2  CS-T 法の解析方法 
 
品質工学には複数の多変量解析手法がある，その中の一つが T 法であり，さらに T
法にも複数の手法がある．CS-T 法はその中の Ta 法を利用する．Ta 法は推定精度の向
上のために T 法を改良した技法である．最初に考案された T 法では単位空間を技術者
の判断によって任意に設定する．単位空間が異なれば，それに基づいて定義される推定
式も異なるので，CS-T 法の現象説明率の値も単位空間の設定条件の違いに依存して変
化する．このことは CS-T 法の特長の一つである，現象説明因子の実施行数依存の傾向
が一意に決まらないことを意味する．一方，Ta 法は全てのデータを使用した平均値を
単位空間とするので推定式が一意に決まる．従って，現象説明率の実施行依存も一意に
決まる．これが CS-T 法において Ta 法を利用する理由である．CS-T 法で Ta を利用す
る目的は推定精度の向上ではなく，現象説明率の実施行依存の傾向の再現性を確保し，
実験打ち切り判断にばらつきを生じさせないためである．以下 Ta 法の解析から現象説
明率𝑅2及び現象説明因子の寄与率に相当するΔSN 比を算出するまでの計算過程を説
明する．以下では Step に分けて Ta 法の解析から現象説明率𝑅2及び現象説明因子の寄
与率に相当するΔSN 比の算出までを説明するが，実際の作業が必要なのは Step.1 の
表 1 の作成みであり，それ以降は全てソフトで自動的に算出する． 
 
Step.1 データベース作成  
T 法や重回帰分析等の多変量解析を実施するために共通のデータベースを表 A2.1 に
示す．ここで  が各現象説明因子である．CS-T 法における現象説明因子は一般の多変
量の項目に対応する．現象説明因子の総数は𝑘個とする．サンプル数を𝑛個として，サン
プル番号を示す添え字を𝑗とすると，   が各サンプルの現象説明因子の値とる．ここで
は目的特性を𝑌 記す．直交表実験では割り付け可能な因子の数は列数で制限されるが，
T 法や Ta 法では現象説明因子の数に制限がない．よって，できるだけ沢山の現象説明
因子を取り上げることで目的特性と因果関係を持つ現象説明因子を抽出する可能性を
高めることができる．  
 
表 A2.1  Ta 法のデータベース 
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Step.2  データの基準点変換 
 T 法，Ta 法では，現象説明因子のデータ   と目的特性𝑌 の全データを，平均値 ̅ と?̅?
を使って,（1）(2)式のように基準点変換処理する．変換されたデータベースが表 A2.2 
に示す． 
 
  𝑥  =    −  ̅        (A2.1) 
 
    𝑦 = 𝑌 − ?̅?             (A2.2) 
 
ここで， 
 
   ̅ =
Σ𝑗−1
𝑛 𝑋𝑖𝑗
𝑛
     (A2.3) 
 
    ?̅? =
∑ 𝑌𝑗
𝑛
𝑗=1
𝑛
     (A2.4) 
 
である． 
 
表 A2.2 基準点変換したデータベース 
   
 
 
 
 
 
Step.3  各現象説明因子の係数𝛽と個別 SN 比𝜂の算出 
 Ta 法活用の目的は現象説明因子を使って，結果系の目的特性の値を推定することで
ある．その推定精度が十分であれば，取り上げた現象説明因子の中に目的特性を改善す
るものが存在すると判断することができる．原因系である𝑘個の現象説明因子の数値を
使った推定式， 
 
  ?̂? = 𝑓(𝑥1  𝑥2    𝑥𝑘 )   (A2.5) 
 
をどのように定義するかを以下に説明する．ある一つの現象説明因子  のデータ列と目
的特性の列に注目し，目的特性𝑦 と現象説明因子の値𝑥  の関係をプロットしたイメージ
nknnn
k
jk
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が図 1 である．計測された目的特性の値は真値であるので目的特性の値を横軸，現象説
明因子の値を縦軸にとってプロットする．真値𝑦 と現象説明因子𝑥  の関係は最小二乗法
によって算出された係数𝛽 を使って，𝑥  = 𝛽 𝑦 と定義する．この係数𝛽 を使った、 
 
  𝑦 =
𝑥𝑖𝑗
𝛽𝑖
    (A2.6) 
 
という関係式から, 現象説明因子𝑥  を使って、目的特性𝑦 の値を推定するというのが T
法及び Ta 法の基本的な考え方である．ここで，CS-T 法では共通の推定式を使って現
象説明率の実施行依存を評価するので，項目の取捨選択はせずに，𝑘個全ての現象説明
因子から算出した𝑘個の係数𝛽 を全て使って目的特性𝑦 の値を推定する．ここで，𝑘個全
ての係数𝛽 を等しく推定に使うのではなく，各係数𝛽 に対して個々に重み付けをするの
が T 法及び Ta 法の特徴である．その重みは，図 A2.1 の散布図の相関性が高ければ高
いほど１に近い値となり，相関性が低ければ低いほどゼロに近い値に設定する．その重
み付けの値の算出に個別 SN 比𝜂を利用する． 
 
 
図 A2.1 目的特性と現象説明因子の値の散布図 
 
n 個の現象説明因子毎に係数𝛽と個別 SN 比𝜂を算出する方法を説明する．係数𝛽は以
下のように最小 2 乗法から求める． 
 
 𝑟 = 𝑦1
2 + 𝑦2
2 + + 𝑦𝑛
2    (A2.7) 
 
  𝐿 = 𝑥 1𝑦1 + 𝑥 2𝑦2 + + 𝑥 𝑛𝑦𝑛  (A2.8) 
 
  𝛽 =
𝐿𝑖
𝑟
       (A2.9)  
 
個別 SN 比𝜂は以下のように算出する．基準点変換をしているので，下記の式は 1 次式
の SN 比の計算と同じになる． 
jy
ijx
•
•
•
•
•
•
•
•

jiij yx =
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     𝑆𝑇 = 𝑥 1
2 + 𝑥 2
2 + + 𝑥 𝑛
2       (A2.10) 
 
      𝑆𝛽 =
𝐿𝑖
2
𝑟
       (A2.11) 
 
      𝑆𝑒 = 𝑆𝑇 − 𝑆𝛽    (A2.12) 
 
      𝑉𝑒 =
𝑆𝑒𝑖
𝑛−1
     (A2.13) 
 
      𝜂 =
𝛽𝑖
2
𝑉𝑒𝑖
     (A2.14) 
 
以上の計算結果を表 A2.3 のように整理する． 
 
表 A2.3 推定式を導出するためのデータベース 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Step4 推定値の算出 
表 A2.3 の各行の 𝑘個の現象説明因子の値を使って，各行の目的特性の推定値?̂? を以
下の式により算出する． 
 
  ?̂? =
𝜂1×
𝑥1𝑗
𝛽1
+𝜂2×
𝑥2𝑗
𝛽2
+ +𝜂𝑘×
𝑥𝑘𝑗
𝛽𝑘
𝜂1+𝜂2+ +𝜂𝑘
      (A2.15) 
 
から算出する．この(A2.15)式は，各項𝑥  𝛽 ⁄ 毎に(A2.16)式の重みが係数としてかかって
いる式になっている． 
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𝜂𝑖
𝜂1+𝜂2+ +𝜂𝑘
   (A2.16) 
     
 この重み付けによって、図 A2.1 の相関が低い（個別 SN 比が低い）現象説明因子の
係数𝛽 は推定に使用する寄与を小さくし，相関の高い（SN 比が高い）現象説明因子の
係数𝛽 の寄与を大きくして推定精度を向上させる．各行の推定値を算出した結果のデー
タベースのイメージを表 A2.4 に示す． 
 
表 A2.4 各行の推定値を算出したデータセット 
 
 
 
 
 
 
 
 
Step5 現象説明率の算出  
表 A2.４の n 個の𝑦 と?̂? の値の相関の良し悪しから総合推定の精度（現象説明率）を計
算する．そのデータセットが表 A2.5 である．そのイメージを図 A2.2 に示した． 
 
表 A2.5 現象説明率を算出するデータセット 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 A2.2 現象説明率を計算するデータのイメージ 
 
表 A2.5 から現象説明率（相関係数の 2 乗）を以下のように算出する． 
 
    𝑟 = 𝑦1
2 + 𝑦2
2 + + 𝑦𝑛
2    (A2.17) 
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   𝐿 = 𝑦1?̂?1 + 𝑦2?̂?2 + + 𝑦𝑛?̂?𝑛   (A2.18) 
 
  𝑆𝑇 = ?̂?1
2 + ?̂?2
2 + + ?̂?𝑛
2    (A2.19) 
 
    𝑆𝛽 =
𝐿2
𝑟
     (A2.20) 
 
    現象説明率 𝑅2 =
𝑆𝛽
𝑆𝑇
      0 < 𝑅2 < 1     (A2.21) 
 
 説明率がある程度以上あると判断できれば（例えば 60%以上），Step.6 で説明する直
交表を使った項目選択によって，目的特性と因果関係のある現象説明因子  の抽出を実
施する． 
 
Step.6 直交表を使った現象説明因子の抽出 
 直交表を使った現象説明因子抽出（一般には項目選択と呼ぶ）は，各現象説明因子を
?̂? の推定式(A2.15)に使う場合を第 1 水準，使わない場合を第 2 水準として，2 水準系の
直交表に割り付けることによって実施する．直交表の解析は各行毎の現象説明率を算出
することによって実施することも可能であるが，加法性を得るために現象説明率ではな
く，以下に示す総合推定 SN 比を用いる． 
 
  𝜂𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 = 10𝐿𝑜𝑔 (
𝑆𝛽
𝑆𝑒
)   (db)      (A2.22) 
  
ここで，𝑆𝑒 = 𝑆𝑇 − 𝑆𝛽である．現象説明因子  を推定に使うか使わないかを水準として，
直交表 L8に割り付けて各行の総合推定 SN 比を計算したイメージを表 A2.6 に示す．こ
こではわかりやすい例として直交表 L8 を示したが，現象説明因子  の数が多ければ，
それに応じて大きな直交表を使用する． 
 
表 A2.6 現象説明因子の直交表 L8への割り付け 
 
 
実験№ Ｘ１ Ｘ２ Ｘ３ Ｘ４ Ｘ５ Ｘ６ Ｘ７ 総合推定ＳＮ比
1 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う ηtotal-1
2 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない ηtotal-2
3 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない ηtotal-3
4 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使う ηtotal-4
5 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない ηtotal-5
6 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使う ηtotal-6
7 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う ηtotal-7
8 推定式に使わない 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使わない 推定式に使う 推定式に使う 推定式に使わない ηtotal-8
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表 A2.6 のように，各行の総合推定 SN 比の計算結果が得られた後は，要因効果図を
描き，目的特性の推定精度を改善する効果が大きい現象説明因子を抽出する．（項目選
択と呼ぶ）要因効果図のイメージを図 A2.3 に示す．ここで，第１水準（推定に用いる
場合）の𝜂𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙の水準平均値と,  第２水準（用いない場合）の𝜂𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙の差（ΔSN 比）が
大きい現象説明因子が，総合推定 SN 比（推定精度）を改善する効果が大きい現象説明
因子ということであることから，その現象説明因子が目的特性と因果関係を持つと判断
する．図 A2.3の例では現象説明因子 1と 3が目的特性と因果関係を持つと判断できる．
ところで，図 A2.3 の要因効果図の各現象説明因子（項目）の傾向は，各現象説明因子
（項目）間に交互作用があるとその影響を受けてしまう．交互作用の影響を抑制する方
法としては，直交表への割り付けをランダムに変化させて，複数の要因効果図を得てそ
れらの結果を平均化することが有効である．項目選択の直交表解析は実験を伴うもので
はないので，解析ソフトを利用すれば簡便に実施できる． 
 
 
 図 A2.3  現象説明因子を抽出するための要因効果図のイメージ（項目選択） 
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Appendix 3 現像モジュール開発におけるロバストパラメータ設計の結果 
 
現像モジュール開発での直交表 L18の要因効果図を示す．制御因子 B の寄与が大きい
ことがわかるが，不自然な V 型傾向となっている．他の制御因子も山谷傾向が多く，交
互作用の影響が強いと判断できる．この結果を新たなシステム構造の考案に結び付ける
ことはできない． 
 
 
Appendix 4 14 個全ての因子から求めた偏相関係数行列 
 
14 個全ての因子を対象に，18 個のデータから得られた偏相関係数行列を示す．CS-
TG 法で対象とした６個の組み合わせ（青色部）の値は CS-TG 法の結果とはまったく
異なる．また，他の因子組み合わせを見ると多くの組み合わせで 0.35 を超える値とな
っている．これらの組み合わせをから描いたグラフは解釈不能な複雑となるはずである．
このような結果となった原因は調べたい因子数(14 個)に対して，データ数が 18 個では
不足しているからである．十分な精度を得るには，因子数の 4 倍のデータが必要と仮定
すると，56 個のデータが必要となり，直交表 L54クラスの実験を全行実施しなければな
らなくなる． 
X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 a b c d ηy
X1 0.939 0.984 0.502 0.038 0.193 -0.772 0.654 -0.003 0.245 -0.444 0.647 0.566 0.511
X2 0.939 -0.898 -0.624 0.099 -0.008 0.636 -0.457 0.254 -0.478 0.450 -0.620 -0.671 -0.283
X3 0.984 -0.898 -0.453 -0.102 -0.274 0.819 -0.733 -0.086 -0.157 0.343 -0.679 -0.533 -0.546
X4 0.502 -0.624 -0.453 0.423 0.455 0.234 0.005 0.655 -0.763 0.246 -0.391 -0.748 -0.113
X5 0.038 0.099 -0.102 0.423 -0.683 0.359 -0.440 -0.527 0.454 -0.174 -0.396 0.061 -0.036
X6 0.193 -0.008 -0.274 0.455 -0.683 0.470 -0.540 -0.750 0.629 0.067 -0.415 -0.024 -0.090
X7 -0.772 0.636 0.819 0.234 0.359 0.470 0.920 0.264 -0.039 -0.198 0.768 0.394 0.494
X8 0.654 -0.457 -0.733 0.005 -0.440 -0.540 0.920 -0.436 0.267 0.018 -0.634 -0.155 -0.612
X9 -0.003 0.254 -0.086 0.655 -0.527 -0.750 0.264 -0.436 0.934 -0.152 0.007 0.426 -0.265
a 0.245 -0.478 -0.157 -0.763 0.454 0.629 -0.039 0.267 0.934 0.217 -0.172 -0.552 0.175
b -0.444 0.450 0.343 0.246 -0.174 0.067 -0.198 0.018 -0.152 0.217 0.253 0.511 -0.149
c 0.647 -0.620 -0.679 -0.391 -0.396 -0.415 0.768 -0.634 0.007 -0.172 0.253 -0.659 -0.147
d 0.566 -0.671 -0.533 -0.748 0.061 -0.024 0.394 -0.155 0.426 -0.552 0.511 -0.659 0.048
ηy 0.511 -0.283 -0.546 -0.113 -0.036 -0.090 0.494 -0.612 -0.265 0.175 -0.149 -0.147 0.048
